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第 1 章 制度及び行政組織 

第 1 節 制度の運用・管理 
 
建築指導行政に係わる制度は、建築基準法、建築士法等により基準が全国一律に定められてい

るものと、地域の風土の特殊性等により、地方公共団体が定めているものとがある。 
県は、建築確認申請を必要とする地域の指定、建築基準法施行条例による規制等を行ってい

る。 
また、施行状況を把握するための調査を行っている。 

 
1. 建築確認申請を必要とする地域の指定 

建築確認申請を必要とする建築物については、建築基準法第 6 条第 1 項第 1 号～4 号に定め

られているが、そのうちの一つに「知事が関係市町村の意見を聴いて指定する区域内における

建築物」との規定があり、現在 7 市町の 12 地区を指定している。 
 
2. 都市計画区域のうち用途地域の定めのない区域（白地地域）における建築形態規制 

平成 12 年 5 月に公布された都市計画法及び建築基準法の改正により、白地地域の建築物の

形態規制（容積率、建ぺい率、高さ等）について、これまでの一律の規制値ではなく、特定行

政庁が、土地利用の状況に応じて規制値を選択し指定するよう義務付けられたことから、平成

16 年 2 月 3 日に新たな規制値を指定したところであり（平成 16 年 5 月 1 日から適用）、都市

計画の変更等に応じて随時見直しを行っている。 
 
3. 建築基準法施行条例による規制 

建築基準法では、地方公共団体がその地方の気候風土の特殊性や土地利用の状況等を考慮

し、条例で建築物の建築に関する制限等を定めることができるとされている。 
これに基づき、県では、建築基準法施行条例により、建築物の建築に際し一定の規制を 

行っている。 
＜主な規制の内容＞ 
○ がけ付近の建築物の敷地 
○ 大規模な建築物の敷地と道路との関係 
○ 特殊建築物（学校、映画館、百貨店、公衆浴場、旅館、共同住宅、児童福祉施設、長

屋、倉庫等）の敷地、構造及び建築設備 
○ 日影の制限に係る区域等の指定 
○ 建築設備（エレベーター、エスカレーター等） 
○ 特定区域（リゾート地域）の特例 
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4. 建築基準法施行の状況調査 

○ 建築許可申請取扱件数 
○ 仮使用承認件数 
○ 中間検査実施状況 
○ 完了検査実施状況 
○ 道路位置指定申請取扱状況 
○ 確認申請手数料等収入額等 
○ 建築物の災害状況 
○ 建築物の定期調査の状況 
○ 違反建築物の状況 
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第２節 行政組織の充実 
 
建築指導行政は、個々の建築物の安全性の確保等にかかる分野とまちづくりの観点からの建築

の誘導にかかる分野とがある。 
個々の建築物にかかる事務は、建築主事を設置している市は特定行政庁として処理し、建築主

事を置かない市町村は、県が処理している。 
まちづくりの観点にかかる事務は、近年その重要性が認識され、県と市町村が連携して処理し

ている。 
建築指導行政は、法制度及び社会的要請の両面から大きな転換期にあり、今後なお一層の制

度・組織の充実が必要である。 
 
第１ 市における建築主事の設置促進等 
 
1. 特定行政庁への移行の推進 

市町村が、建築基準法第 4 条の規定による建築主事を置くことにより、当該市町村長は、同

法第 2 条第 35 号の規定による特定行政庁となり、建築主事の処理する事務と合わせると、そ

の市町村の建築指導行政の大部分を処理することになる。 
現在、人口 25 万人以上の 6 市が同法第 4 条第 1 項の規定により建築主事を置き（いわゆる

義務市）、特定行政庁となっている。 
また、人口 25 万人未満の市町村も同法第 4 条第 2 項の規定により建築主事を置くことがで

き（いわゆる任意市町村）、現在 7 市がこの規定により特定行政庁となっている。 
今後、同法第 97 条の 2 の規定による、いわゆる限定特定行政庁の市について、人口が 15

万人以上の市、人口 10 万人以上でかつ限定特定行政庁発足後 10 年以上経過している市又は

同法第 6 条第 1 項第 1 号から第 3 号の建築物の建築が特に多い市については、特定行政庁へ

の移行を推進していく。 
 

○ 特定行政庁（市） 
千葉市、市川市、船橋市、松戸市、柏市、市原市、佐倉市、八千代市、我孫子市、浦安

市、習志野市、木更津市、流山市 
（統計等資料 3 を参照） 
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2. 限定特定行政庁の発足の推進 
市町村が、建築基準法第 97 条の 2 の規定による建築主事を置くことにより、当該市町村長

は同法第 4 条の規定による特定行政庁となり（いわゆる限定特定行政庁）、建築主事の処理す

る事務と合わせ、その市町村の建築指導行政の一部を処理することとなる。 
現在 8 市が限定特定行政庁となっているが、人口が 6 万人以上でありかつ人口が増加傾向に

ある市、若しくは市制施行後相当年を経過し成熟度が高い市について、人口及び建築動向を見

ながら限定特定行政庁の発足を促進していく。 
   

○ 限定特定行政庁（市） 
鎌ケ谷市、野田市、君津市、成田市、茂原市、四街道市、白井市、印西市 
（統計等資料 4 を参照） 

 
3. 千葉県特定行政庁連絡協議会の運営 

千葉県特定行政庁連絡協議会は、千葉県、特定行政庁 13 市及び限定特定行政庁 8 市で構成

し、研修会の開催や情報交換等を行い、建築行政の円滑な運営に努めている。 
主な事業実績 
○ 会議等 
・ 千葉県特定行政庁連絡協議会全体会議 
・ 千葉県特定行政庁・指定確認検査機関連絡協議会 
・ その他、情報交換及び事例研究等に係る協議 等 

○ 講習会等 
・ 建築担当職員研修 
・ 建築行政職員構造研修会 
・ 「建築物の防火避難規定の解説」講習会 等 

○ 理事会 
○ 研究部会等 
・ 建築企画研究部会 
・ 建築行政マネジメント計画研究部会 
・ 建築審査研究部会 
・ 構造研究部会 
・ 設備研究部会 
・ 市街地環境研究部会 
・ 耐震防災研究部会 
・ 指定確認検査機関研究部会 
・ 違反建築物等対策研究部会 
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第２ 県組織の運営等 
 
1. 本庁 

本庁においては、県土整備部都市整備局建築指導課に 2 室・4 班が置かれ、県内の建築指導

事務を総括しており、国及び市町村並びに庁内関係課及び出先機関と連携して、以下の事務事

業の適正な執行を図っている。 
 
（1） 建築指導課の分掌事務 

○ 建築物に係る調査及び施策の企画調整に関すること。 
○ 建築形態規制に係る区域指定等に関すること。 
○ 建築関係団体及び建築士等の指導に関すること。 
○ 建築物の防災対策の推進に関すること。 
○ 誘導的建築行政推進のための事業に関すること。 
○ 建築士法、建築基準法、エネルギーの使用の合理化等に関する法律、浄化槽法、建築物

の耐震改修の促進に関する法律、マンションの建替え等の円滑化に関する法律、独立行

政法人住宅金融支援機構法、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律、

都市の低炭素化の促進に関する法律、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法

律、千葉県福祉のまちづくり条例等の施行に関すること。（他課が所管するものを除

く。） 
○ 建築審査会及び建築士審査会に関すること。 

（2） 建築指導課の職員配置状況                                     H29.6.1 現在 
 職区分 

班・室名 

課長 副技監 副課長 主幹 班長 

副主幹 

主査 副主査等 
その他 

※1 

合計 

技 技 事 技 技 事 技 事 技 事 技 事 技 その他 計 

― 1  1 2         1 3  4 
管理調整班      1    1 1  2 1  3 
企画班       2    1 1  3 1 4 

建築指導室  1     1  1  3   6  6 
耐震防災室     1  2    3   6  6 
建築審査班       2    4 2  6 2 8 
構造設備審査班       1  1  2   4  4 

計 1 1 1 2 1 1 8  2 1 14 3 3 ※2    
1 その他内訳は、市町村研修生 2 名、嘱託職員 1 名である。 

2 技術職員 29 名のうち、建築技術職員は 27 名、電気技術職員は 2 名（構造設備審査班）である。 

3 兼務職員は除く。 
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2.  出先機関 
（1） 出先機関の建築指導事務 

○ 建築物等の許可、確認、検査等及び届出の受理に関すること。 
○ 道路の位置の指定に関すること。 
○ 建築士等の指導監督に関すること。 
○ 浄化槽の設置等に関すること。 
○ 特殊建築物の定期調査報告に関すること。 
○ 違反建築に係る建築主、施工者、設計者等の指導に関すること。 

（2） 出先機関の職員配置状況                    H29.6.1 現在 
 
職区分 

 機関名 

課長 副主幹 主査 副主査等 
嘱託 

職員 

合計 

技 技 技 技 
技 嘱託 

職員 

計 

柏土木事務所 
建築宅地課 

1   3 1 4 1 5 

印旛土木事務所 
建築課 

1  1 3 1 5 1 6 

成田土木事務所 
建築宅地課 

1  3 2 1 6 1 7 

香取土木事務所 
建築宅地課 

1 1  1 1 3 1 4 

海匝土木事務所 
建築宅地課 

1 1  4 1 6 1 7 

山武土木事務所 
建築宅地課 

1 1 2 6 1 10 1 11 

長生土木事務所 
建築宅地課 

1 1  2 1 4 1 5 

夷隅土木事務所 
建築宅地課 

1 1  1 1 3 1 4 

安房土木事務所 
建築宅地課 

1 1  3 1 5 1 6 

君津土木事務所 
建築宅地課 

1  1 5 1 7 1 8 

計 
 

10 
 

  
   6 
 

7 
 

    30 
 

10 
 

※ 1 
53 

 
10 

 
63 

 
※ 1 技術職員 53 名のうち、建築技術職員は 47 名、土木職員は 6 名（成田 2 名・山武 2 名・君津 2 名）であ

る。 
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3.  千葉県建築審査会 
建築基準法に規定する許可の同意及び同法第 94 条第 1 項の審査請求に対する裁決を行うと

ともに、知事の諮問に応じて、この法律の施行に関する重要事項を審議する機関であり、現在

の委員は次表のとおりである。 
なお、特定行政庁の 13 市には、市建築審査会が置かれている。 
 

千葉県建築審査会委員名簿 
（平成 28 年 11 月 17 日より） 

氏名 発令年月日 任期（期限） 専門 備考 
上 野  武 平成 29 年 11 月 17 日 平成 30 年 11 月 16 日 建築 会長 
鈴 木  進 〃 〃 建築行政 会長代理 
橋 本 都 子 〃 〃 建築  
石 井 慎 一 〃 〃 法律  
小板橋恵美子 〃 〃 公衆衛生  
宇 於 崎 勝 也 〃 〃 都市計画  
芦 谷 典 子 〃 〃 経済  

 
開催状況 

平成 28 年度実績 

回数 月日 
議題 

備考 
許可 その他 

第 1 回 28.5.20 8 件   
第 2 回 28.7.8 5 件   
第 3 回 28.9.12 4 件   
第 4 回 28.11.7 12 件   
第 5 回 29.1.16 7 件   
第 6 回 29.3.13 5 件   

計 41 件   
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4.  千葉県建築士審査会 
知事が二級建築士、木造建築士の懲戒処分を行うとき又は二級建築士事務所、木造建築士事

務所の監督処分を行うときの同意及び二級建築士試験、木造建築士試験に関する事項を審議す

る機関で、現在の各委員は次表のとおりである。 
 

千葉県建築士審査会委員名簿 
氏名 発令年月日 任期（期限） 備考 

伊 藤  徹 平成 28 年 4 月 20 日 平成 30 年 4 月 19 日 会長 
下 川 幸 一 〃 〃  
青 柳 英 俊 〃 〃  
度 会 紀 子 〃 〃  
頴 原 澄 子 〃 〃  

 
開催状況 

平成 28 年度実績 
開催月日 議題 

H28.8.17 1)二級・木造建築士試験｢学科の試験」の合格基準点の決定について 

H28.11.24 1)二級・木造建築士試験｢設計製図の試験」の合格基準の決定について 

 
 



 15

5.  千葉県建築行政機関連絡協議会の運営 
千葉県建築行政機関連絡協議会は、県建築指導課及び土木事務所の建築担当課で構成し、情

報交換、事例研究、運用基準の調整等を行い、建築指導事務の円滑化を図っている。 
 

開催状況 
平成 28 年度実績 

回数 月日 場所 主な協議事項 

第 1 回 28.5.10 千葉市 平成 28 年度の建築指導課各室の事業方針について 

第 2 回 28.7.13 千葉市 同一敷地内で複数の建築物を並行して増築する場合の取扱いについて 

第 3 回 28.9.13 千葉市 任意で受け付けた定期報告に対する審査結果の通知について 

第 4 回 28.11.21 千葉市 平成 28 年度専門委員会中間報告について 

第 5 回 29.1.23 千葉市 指定構造計算適合性判定機関の業務廃止について 

第 6 回 29.3.14 千葉市 平成 28 年度専門委員会最終報告について 

 
6.  日本建築行政会議への参画 

日本建築行政会議は、建築主事等の知識、技術の向上を図るため、全国会議、海外団体との

交流、研究会等の事業を実施している。 
県としては、建築指導事務の充実を図るため積極的に参加している。 

 
日本建築行政会議への参画 

平成 28 年度実績 
月日 場所 内容 

27.4.28 東京都 平成 27 年度日本建築行政会議総会及び講演会 
28.11.12 
～11.13 

広島県 平成 28 年度日本建築行政会議全国会議 

29.11.16 
～11.17 

奈良県 平成 28 年度日本建築行政会議全国会議 

 
この他、研究部会として（1）基準総則部会（2）防災部会（3）構造部会（4）市街地部会（5）

設備部会（6）安全安心推進部会（7）指定機関部会（8）構造計算適合性判定部会がワーキング

グループも含め、開催されている。このうち、基準総則部会、構造部会及び安全安心推進部会の

ワーキンググループに参加している。 
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7.  関東甲信越建築行政連絡会議への参画 

関東甲信越ブロック内の各特定行政庁が、相互の連絡及び協議等を通じて建築行政の円滑な

運営を図ることを目的として設置された「関東甲信越建築行政連絡会議」の構成員として千葉

県も参画している。 
この会議の事業としては、建築行政に関する諸問題の調査及び研究並びに報告等を行い成果

を上げている。 
 

開催状況 
平成 29 年度実績 

月日 場所 会議内容 
30.1.12 新潟県 建築行政に関する最近の動向について 

新潟市の交通まちづくりについて 
～新バスシステムを例にして～ 他 

 
 
8.  建築基準適合判定資格者検定 

建築基準法第 5 条第 2 項の規定による建築基準適合判定資格者検定は、平成 28 年 8 月 26 日

（金）に行われ、本県からは、64 名が受験申込みをし、14 名が合格している。 
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9.  建築担当職員研修 

建築業務に従事する職員として、その職務を遂行するに当たり必要な専門知識及び技術の習

得を図るため、主として、新規採用職員を対象に毎年度実施している。 
平成 20 年度からは、特定行政庁の市の建築担当職員も研修の対象としている。 

 
実施状況 

平成 28 年度実績 
月日 場所 参加者 内容 

28.7.4 県職員 
能力開発 
センター 
（千葉

市） 

45 名 

・建築指導課長講話 
・建築基準法概論 
・建築士法概論 
・建築確認検査（意匠） 
・建築基準法に基づく許可・認定等 

28.7.7 41 名 

・建築物の耐震改修の促進に関する法律 
・被災建築物応急危険度判定制度 
・建築確認検査（構造） 
・建築確認検査（設備） 

28.9.9 
県職員 
能力開発 
センター 
（千葉

市） 

35 名 

・都市計画制度 
・開発許可制度 
・建築基準法に基づく定期報告制度 
・住宅政策について 
・建築行政マネジメント計画について 

・建築統計について 

28.9.14 36 名 

・ＰＦＩ事業について 
・施設改修業務等について 
・千葉県福祉のまちづくり条例 

・都市の低炭素化の促進に関する法律 
・景観法 
・建築基準法に基づく違反指導 
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第３ 市町村との連携 

 
1. 地区計画等の区域内における建築物の制限条例 

地区計画等の区域内の建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関する事項に関して、計画

で定められた事項で特に重要な事項について、市町村は条例を定めることによって建築基準法

の制限とすることができ、規制措置が可能となる。 
県は、市町村の条例制定に関して助言を行っている。 

 
2. 建築基準法等の規定により知事又は建築主事に提出する書類の受理 

千葉県では、千葉県建築基準法施行細則第 2 条の規定により、建築基準法等に基づき知事又

は建築主事に提出する申請書又は届書は当該建築物等の所在地の市町村に提出することとなっ

ている。 
市町村は、千葉県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例（平成 12 年千葉県条例

第 1 号）第 2 条の規定により、これらの書類の受理事務について知事から権限移譲されている。 
受理事務については、市町村建築確認申請書等取扱要綱に基づいて処理することとしている。 
 
市町村における事務処理内容 
○ 建築確認申請書の受理について 

受理印、台帳、証紙、消防同意、用途地域・建ぺい率・容積率の調査 
工事届、浄化槽設置にかかる意見等、進達 

○ 確認済証について 
（台帳、交付等） 

○ 完了検査の申請の受理について 
（受理印、進達） 
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第 2 章 建築指導行政の推進 
 
安全で快適な潤いのある豊かな環境の住みよいまちづくりを目指し、魅力ある都市環境、住環

境を形成していくため、一つ一つの建築に対する的確な規制誘導が極めて重要である。 
このような観点から建築基準法が定められ、建築物の安全性等の最低基準を示し、建築確認、検

査等により、実効性を確保している。また、同時に建築の設計、監理に携わる建築士の資格等を

定めた建築士法により、必要な技術者の育成・指導を行っている。 
さらに近年、大規模建築、高齢者対応、環境問題等に対し許可、認定、指導、調整等により一層

適切な執行、運用を図っている。 
 
第１節 建築確認・許認可等 
 
建築確認の事務は、建築工事着手前に建築計画を提出し、その計画が建築基準法等の関係規定

に適合している旨の確認をするものである。 
この建築確認の事務は、建築基準法により建築主事が行うこととされ、市又は県に置かれる建

築主事が行っている。なお、平成 11 年 5 月 1 日から民間の指定確認検査機関も、この事務を行う

ことが可能になった。 
 
1. 確認申請・計画通知の審査 

建築主は建築物、建築設備及び工作物を造る場合には、その工事着手前に確認申請書を提出

し、その計画が建築基準法に適合していることの確認を受けなければならない。 
国又は県等の公的機関は確認申請ではなく、計画通知をしなければならない。 
建築主事は提出された確認申請書等を審査し、法に適合するものについて確認処分をしてい

る。 
なお、事務の所管区分は、統計等資料 8 のとおりである。 

建築確認等の状況 
所管区分 27 年度 28 年度 備考 

県・建築指導課 30 17 計画通知及び計画変更

の確認件数を含む 県・出先機関 567 475 
県・計 597 492 
市・特定行政庁 832 920  
市・限定特定行政庁 221 161  
市・計 1,053 1,081  

県内合計 1,650 1,573  
詳細は、統計等資料 9～12 を参照 
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2. 安全措置等の計画の届出受理 
百貨店、病院、ホテル等の特殊建築物及び地下の工作物内に設ける建築物で政令で定めるも

のの建築主は、当該建築物の新築工事又は避難施設等に関する工事の施工中に当該建築物を使

用する場合には、あらかじめ工事中の安全措置等に関する計画を作成して、特定行政庁に届け

出なければならない。 
届け出のあった安全計画書に記載された安全上、防災又は避難上講ずる措置が、当該工事中

の建築物の安全を確保するために十分でないと認められる場合には、その改善を指導すること

で、安全性の向上を図っている。 
 
3. 中間検査 

平成 11 年 5 月 1 日に施行された改正法第 7 条の 3 により、特定行政庁が、その地方の事情

を勘案して、区域、期間及び建築物の構造、用途又は規模を限って特定工程として指定したもの

は、法律に基づき中間検査の対象となり、検査に合格しないものは次の工程へ進めないことと

なった。 
本県の場合、平成 11 年 12 月 1 日に指定し、平成 12 年 3 月 1 日より 3 年ごとに対象工種を

見通しながら、制度を運用している。なお、平成 23 年 10 月 1 日より、千葉県内特定行政庁も

含めて、対象建築物を統一し、平成 29 年 10 月 1 日施行の改正告示により、中間検査対象とし

て指定する用途を「戸建て住宅」のみとし、その他の用途の建築物については規模のみを指定す

ることとした。 
 

中間検査合格証交付件数 
所管区分 27 年度 28 年度 備考 

県 2 2 計画通知を含む 
特定行政庁（市） 15 58  
限定特定行政庁（市） 1 0  

県内合計 18 60  
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4. 完了検査 
工事が完了した建築物又は工作物が、これらに関する法律並びにこれに基づく命令及び条例

の規定に適合しているかどうかについて検査し、適合していると認めたときは検査済証を交付

する。 
検査は、現場における形態等のチェックのほか、必要に応じて工事中の記録についても実施

する。 
 

検査済証交付の状況 
                        平成 28 年度実績 

所管区分 検査済証交付件数 備考 
県・建築指導課 11 計画通知を含む 
県・出先機関 278 〃 
県・計 289 〃 
市・特定行政庁 557 〃 
市・限定特定行政庁 161 〃 
市・計 718 〃 

県内合計 1,007 〃 
 
5. 昇降機等の検査 

工事が完了した昇降機等について建築基準法、同施行令、同条例及び昇降機に関する取扱指

導指針に適合させるべく検査し、適合と認められた場合に検査済証を交付している。 
 

昇降機等の検査済証交付件数の状況 
平成 28 年度実績 

所管区分 検査済証交付件数 備考 
県・建築指導課 9 計画通知を含む 
県・出先機関 0 〃 
県・計 9 〃 
市・特定行政庁 105 〃 
市・限定特定行政庁 0 〃 
市・計 105 〃 

県内合計 114 〃 
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6.  書類の閲覧 
建築基準法第 93 条の 2 により、建築確認処分をした建築物等にかかる建築計画概要書及び

建築基準法令による処分の概要書について、紛争予防、違反建築物の未然防止及び消費者保護

の観点から、請求に応じて閲覧できる仕組みとなっている。 
 
 
7.  建築確認・許可申請手数料 

使用料及び手数料条例により、建築確認申請等をする者が手数料を納入するものである。 
 

手数料収入の状況 
所管区分 27 年度 28 年度 備考 

県・建築指導課  385 万円  257     
県・出先機関 2,161    1,640     
県・計 2,546    1,897     
市・特定行政庁 4,875    4,976     
市・限定特定行政庁 600    474     
市・計 5,475    5,450     

県内合計 8,021    7,347     
本表には、完了検査申請手数料、中間検査申請手数料を含む。 
適合性判定手数料、条例認定手数料は除く。 
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8.  用途地域の制限の許可 
建築基準法第 48 条により、用途地域内に建築する建築物の用途制限に抵触する場合の許可に

際し、特定行政庁は、公開による利害関係者からの意見の聴取及び建築審査会の同意をその要

件とし、用途地域の制限の目的に関し、住環境を害するおそれのないものや公益上やむを得な

いと認めるもの等を許可対象にしている。 
 

許可の状況 
所管区分 27 年度 28 年度 備考 

県・建築指導課 5 5  
市・特定行政庁 19 27  

県内合計 24 32  
 

9.  建築物の形態規制等に係る許可 
建築物の形態等についての制限の許可の際、特定行政庁は、建築審査会の同意を得て、主と

してその計画が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がない場合に許可することができる。 
主な許可としては、容積率の制限の許可、第 1 種及び第 2 種低層住居専用地域内における高

さの制限に関する許可、道路及び北側斜線制限等に関する許可及び日影制限に関する許可等が

ある。 
また、高度利用地区内の建築物の各種形態規制の緩和等がある。 
その他、総合設計による許可や卸売市場やごみ焼却場等の位置の決定に関する許可（都市計

画審議会の議を経て、その敷地が都市計画上支障がないと認める場合）及び仮設建築物にかか

る許可（建築審査会の同意は不要）等がある。 
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10.  接道義務の特例に係る許可 
建築物の敷地の接道義務の例外許可の際、特定行政庁は、建築審査会の同意を得て、建築物

又はその敷地が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がない場合に許可することができる。 
 

許可の状況 
所管区分 27 年度 28 年度 備考 

県・建築指導課 45 41  
市・特定行政庁 226 191  

県内合計 271 232  
 
11.  建築協定の認可 

住宅地の良好な住環境や、商店街としての利便を高度に維持・増進すること等を目的とし、

地域住民の合意により、法の一般基準を超えた基準を定めることを認めた制度である。協定は

市町村の条例で定めた区域（都市計画区域外においても適用可）において、土地の所有権者並び

に建築物の所有を目的とする地上権者及び賃借権者が、その全員の合意によって協定を結び、

特定行政庁の認可を経ることにより公的な拘束力を与えようとするものであり、協定認可公告

後に権利を得た土地所有者にも効力が及ぶ。建築基準法制定当初はその活用が十分でなかった

が、昭和 51 年の改正で 1 人の土地所有者でも協定締結が可能となったこと等から、活用が促進

され、地区レベルのまちづくり手法として、地区計画制度とともに良好な環境のまちづくりに

多大な成果を上げている。 
 

建築協定の認可状況（失効分を含む） 
 全県下 県認可分 市・特定行政庁分 

平成 28 年度認可 3 件  4.63  ha 1 件 2.33 ha 2 件  2.30  ha 
平成 27 年度以前認可 436 件 1,833.91 ha 196 件 1,106.38 ha 240 件 727.53 ha 

合計 439 件 1,838.54 ha 197 件 1,108.71 ha 242 件 729.83 ha 
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12.  一団地の総合的設計制度及び連担建築物設計制度による認定 
一団地の総合的設計制度は、一団地内に二以上の構えを成す建築物で、総合的設計によって

建築する場合に、特定行政庁がその建築物の位置及び構造が安全上、防火上及び衛生上支障が

ないと認定したものについては、接道義務、容積率、建ぺい率、斜線制度、日影制限等の規定を

同一敷地内にあるものとみなす制度である。 
また、連担建築物設計制度は、複数敷地により構成される一団の土地の区域内において、既

存建築物の存在を前提とした合理的な設計により、建築物を建築する場合において、各建築物

の位置及び構造が安全上、防火上、衛生上支障ないと特定行政庁が認めるものについては、複数

建築物が同一敷地内にあるものとみなす制度である。 
これらの制度を活用することにより、市街地の環境を確保しつつ、建築物による土地の有効

利用を図ることができる。 
 

認定の状況 
所管区分 25 年度

末 
26 年度  26 年度

末 
27 年度  27 年度

末 
28 年度  28 年度

末 
県・建築指導課 582 4 586 0 586 3 589 
市・特定行政庁 796 13 809 11 820 19 839 

県内合計 1,378 17 1,395 11 1,406 22 1,428 
 
 
13.  既存不適合建築物等の台帳の整備 

建築基準法第3条第2項により、この法律又はこれに基づく命令若しくは条例の改正規定は、

適用の際現に存在している建築物等（既存不適合建築物等という。）に対し適用しない。 
既存不適合建築物等の増改築等を行う場合、政令で定める範囲であれば引き続き既存不適合

建築物等として扱われ、この扱いをするために不適合建築物等台帳を整備している。 
台帳の整備に当たり、既存不適合建築物等の所有者、管理者又は占有者に台帳の提出を求め、

記載事項について、現地を確認している。 
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14.  高さの認定 

建築基準法第 55 条第 2 項により、都市計画により、建築物の高さが 10 メートル以内と定め

られた第一種及び第二種低層住居専用地域内で、敷地内の空地及び敷地面積が政令第 130 条の

10 の規定に適合し、低層住宅に係る良好な住居環境を害するおそれがないと認められるものの

高さの限度を 12 メートルとするものである。 
 

認定の状況 
所管区分 27 年度 28 年度 備考 

県・建築指導課 1 1  
市・特定行政庁 1 1  

県内合計 2 2  
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第２節 住宅金融支援機構災害関連融資等の設計及び現場審査 
 
住宅金融支援機構は、昭和 25 年住宅金融公庫法に基づき設立された旧住宅金融公庫を前身と

し、平成 19 年 4 月に設立された政府系金融機関である。 
 
県では、住宅金融支援機構法に基づき住宅金融支援機構と業務委託契約を結び、災害関連住宅

建設等の融資に係る設計審査及び現場審査を行っている。 
また、旧住宅金融公庫融資の団地住宅等の設計審査・現場審査も継続して行い、適正な住宅が建

設されることに寄与している。 
 
県は住宅金融支援機構から受託している業務の一部について、住民のサービス向上を図るため、

住宅金融支援機構再委託基準に基づき市町の建築主事、建築技術者の配置状況等適格性を勘案し、

市町へ再委託を行っている。 
 

機構再委託業務を行っている市町の一覧 
平成 29 年 4 月現在 

委託内容 災害復興住宅融資再委託 

市町名 
鎌ケ谷市、野田市、君津市、成田市、茂原市、四街道市、銚子市、 
旭市、白井市、印西市、富里市、香取市、匝瑳市、いすみ市（以上 14
市） 

 
  



 29

第３節 違反の是正指導 
 

近年、違反建築物件数（棟数）は減少傾向にあるが、違反事項別件数では、手続違反の他、違反

処理の困難を伴う実態違反が相変わらず多い。 
県としてもこの事態に対応するために、適切かつ迅速な違反処理を求められているため、昭和

46 年から建築指導課及び各関係出先機関の職員を建築監視員として任命し、違反処理の迅速化か

つ効果的な是正指導を目指している。また、併せて下記の施策を行い、より一層の建築指導行政

の円滑化、適正化に努めている。 
 
1. 建築パトロール 

違反建築物の発生を未然に防止することを目的として、各関係出先機関独自の建築パトロー

ル、建築指導課及び各関係出先機関と合同の建築パトロール、県下一斉建築パトロール等を、関

係市町村等の協力を得ながら計画的に行っている。 
 

建築パトロール等における違反建築物の概要（棟数） 
 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 
パトロール回数 129 132 127 132 123 127 129 
立 入 棟 数 1,152 1,296 1,160 1,255 1,122 1,113 1,111 
違 反 棟 数 95 55 42 73 52 32 50 
是 正 棟 数 64 18 14 40 13 12 19 

 
2. 建築監視モニター 

都市の健全な発展を図るため、民間の建築士の中から 25 名の建築監視モニターを委嘱し、違

反建築物の早期発見、よりきめの細かい技術的な指導や地域に根ざした建築基準法の啓発を官

民が力を合わせて行っている。 
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3. 違反建築物等の指導 
平成 28 年度に調査のために立ち入った建物は 1,111 棟であるが、このうち違反があったのは

50 棟である。 
違反内容の主なものは、手続違反、屋根、外壁の不燃、構造耐力上の規定、建ぺい率制限等で

あるが、これらの違反に対しては、違反建築物等事務処理マニュアルによる指導や法に基づ

く措置命令を行っている。 
 

違反建築物事項別件数 
平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日までの建築パトロール等のもの 

違反事項 違反該当条項 違反事項件数 是正された件数 
確認申請手続 法第 6 条 49   16   
第 22 条指定区域内の屋根、外壁の不燃 法第 22 条・第 23 条 7   4   
避難施設等 法第 35 条 0   0   
内装制限 法第 35 条の 2 1   0   
耐火構造・防火構造等 法第 27 条・第 36 条 2   0   
構造耐力上の規定 法第 20 条・第 36 条 18   2   
敷地等と道路の関係 法第 43 条 2   0   
道路内の建築制限 法第 44 条 2   2   
私道の変更又は廃止の制限 法第 45 条 0   0   
用途地域内の建築制限 法第 48 条 2   0   
容積率制限 法第 52 条 0   0   
建ぺい率制限 法第 53 条 4   1   
第一種住居専用地域内の外壁後退距離 法第 54 条 0   0   
第一種住居専用地域内の絶対高さ制限 法第 55 条 0   0   
道路斜線制限 法第 56 条第 1 項第 1 号 0   0   
隣地斜線制限 法第 56 条第 1 項第 2 号 0   0   
北側斜線制限 法第 56 条第 1 項第 3 号 0   0   
日影による中高層の建築物の高さ制限 法第 56 条の 2 0   0   
高度地区の高さ制限 法第 58 条 0   0   
防火、準防火地域内の建築物 法第 61 条・第 62 条 0   0   
〔確認表示板〕 法第 89 条 〔162〕 〔121〕 
その他  3   2   

合計  90   27   
4. 注） 合計は〔 〕を除く。 
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第４節 紛争処理 
 
建築基準法は、個々の建築物の安全、防火及び衛生上に関する基準と建築物の配置、形態、用途

に関する基準を定め、もって国民の生命、財産等を保護することを目的としているが、近年の市

街地の高密度化等社会環境の変化やライフスタイル及び建築物の多様化に伴い、建築物に関する

紛争も多岐にわたってきている。 
したがって、これらに伴う相談件数も数多く寄せられてきており、県としては、建築基準法に関

する内容・制度の説明、解釈及び建築事務としての指導はもとより、より適切な相談窓口を教示

するなど、問題解決に努めている。 
 
第５節 民間組織の充実 
 

 建築士法に基づき建築物の設計、工事監理を行う技術者の専門技術の水準の確保と質の向上を

図るとともに、業務に対する責任制度が確立されるよう努めている。 
浄化槽法に基づき浄化槽施工業者の適正な業務の遂行が図れるよう指導に努めている。 

 建築基準法に基づき建築物等の確認検査を行う指定確認検査機関並びに一定の高さ等を超える

建築物の構造計算の法適合性や計算過程等の審査を行う指定構造計算適合性判定機関の指定等を

行うほか、これらの機関が適正な業務を行うための指導に努めている。 
 
1. 建築士試験・免許登録 

建築士法により、一定規模の建築物の設計、工事監理は一級建築士、二級建築士、木造建築士

でなければできないこととされている。 
また、一級建築士は国土交通大臣の、二級建築士、木造建築士は知事の試験に合格し免許を

受けなければならない。 
 
（1） 二級建築士試験及び木造建築士試験 

 二級建築士試験は、7 月 3 日（日）に「学科の試験」を習志野市日本大学生産工学部にお

いて、9 月 11 日（日）に「設計製図の試験」を千葉市若葉区の植草学園大学において実施

し、木造建築士試験は 7 月 24 日（日）に「学科の試験」を、また 10 月 9 日（日）に「設

計製図の試験」をともに習志野市の日本大学生産工学部において実施し、結果は次表のと

おりである。 
なお、二級建築士試験の合格者は、昭和 26 年に試験制度が始まってから 24,390 名とな

り、このうち平成 29 年 3 月末現在 23,515 名が二級建築士免許登録をしている。また、木

造建築士試験については、昭和 59 年に試験制度が始まってから 464 名が合格し、平成 29
年 3 月末現在 455 名が木造建築士免許登録をしている。 
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平成 28 年「学科の試験」結果表 
種別 受験有資格者 受験者 合格者 合格率 

二 級 建 築 士 1,205 人 925 人 393 人 42.5 % 
木 造 建 築 士 7 人 4 人 3 人 75.0 % 

平成 28 年「設計製図の試験」結果表 
種別 受験有資格者 受験者 合格者 合格率 

二 級 建 築 士 611 人 528 人 298 人 56.4 % 
木 造 建 築 士 5 人 4 人 0 人 0.0 % 

 
二級建築士試験及び木造建築士試験年別結果表 

種別 年別 受験有資格者 欠席者 受験者 受験率 合格者 合格率 

二
級
建
築
士 

22 1,945 380 1,565 80.5  389  24.9  
23 1,732 379 1,353 78.1  378  27.9  
24 1,629 344 1,285 77.0  302     23.5 
25 1,527 355 1,172 76.7  232  19.8  
26 1,459 302 1,157 79.3  270  23.3  
27 1,454 295 1,159 79.7  267  23.0  
28 1,423 328 1,095 76.9    298  27.2  

木
造
建
築
士 

22 14 4 10 71.4  1  10.0  
23 8 3 5 62.5  0  0.0  
24 14 2 12 85.7  0  0.0  
25 15 4 11 73.3  4  36.3  
26 8 2 6 75.0  2  33.3  
27 6 2 4 66.7  1  25.0  
28 9 4 5 55.5   0     0.0  

 
 
＜参考＞一級建築士試験の状況 
 

平成 28 年一級建築士試験結果表 
 受験有資格者 受験者 合格者 合格率 
学 科 1,878 人 1,414 人 240 人 17.0 % 
設 計 製 図 475 人 454 人 193 人 42.5 % 



 33

（2） 建築士免許登録 
免許の登録は、一級建築士は国土交通大臣に、二級建築士及び木造建築士は知事に登録す

る。 
 

二級建築士免許及び木造建築士免許の登録状況 
H29.3.31 現在 

種別  
区分 

二級建築士 木造建築士 

27 年度末までの登録数 23,207 455 
28 年度新規登録数 310 0 
28 年度抹消数 2 0 
現在登録数 23,515 455 
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2. 建築士事務所の登録 
建築士法第 23 条の規定により、他人の求めに応じ報酬を得て建築の設計、工事監理を行う

ことを業とする場合は、建築士事務所として知事に登録しなければならず、このことにより業

務に対する責任制度の確立を図っている。 
 

建築士事務所の登録状況 
平成 29 年 3 月末現在 

区分・項目 個人 法人 計 抹消理由 

事
務
所 

一
級
建
築
士 

新規登録数Ａ 55 67 122 廃業 103 

抹消数Ｂ 62 78 140 未更新 37 

現在登録数Ｃ 1,052 1,445 2,497 取消 0 

事
務
所 

二
級
建
築
士 

新規登録数Ｄ 14 43 57 廃業 35 

抹消数Ｅ 31 51 82 未更新 47 

現在登録数Ｆ 328 677 1,005 取消 0 

事
務
所 

木
造
建
築
士 

新規登録数Ｇ 0 1 1 廃業 0 

抹消数Ｈ 1 0 1 未更新 1 

現在登録数Ｉ 5 3 8 取消 0 

事務所総数（Ｃ＋Ｆ＋Ｉ） 3,510 事務所 
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3. 建築士事務所の業務実績報告書の受理 
建築士法に基づき、建築士事務所から事業年度ごとに提出される報告書を受理し、当該事務

所の運営を把握し必要な指導等を行っている。 
 
4. 建築士・建築士事務所に対する指導監督 

建築士法第 26 条の 2 の規定により、出先機関及び当課で建築士事務所の立入指導及び報告

の徴収を実施し、建築士事務所の業務の適正な確保を図っている。 
さらに、建築士、建築士事務所の不誠実な行為等に対し処分を行っている。 

 
（1） 平成 28 度建築士事務所立入り調査状況 

（ア） 立入時間 平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月 
（イ） 編成班数 81 班 
（ウ） 出動人員 1 班 1～3 名（延べ 183 名） 
（エ） 立入事務所数 

 
 一級 二級 木造 

合計 
専 業 兼 業 の 別 専業 兼業 専業 兼業 専業 兼業 
立 入 件 数 32 29 11 29 0 0 101 

 
（オ） 立入検査結果 

指摘事項があった事務所数 
 一級 二級 木造 

合計 
専 業 兼 業 の 別 専業 兼業 専業 兼業 専業 兼業 
立 入 件 数 21 21 10 17 0 0 69 
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指摘事項別事務所数 
 一級 二級 木造 

専業 兼業 専業 兼業 専業 兼業 
定期講習（法第 22 条の 2） 1 4 0 0 0 0 
無登録業務（法第 23 条、法第 23 条の 10） 0 0 0 0 0 0 
登録事項の変更届出懈怠（法第 23 条の 5） 1 2 0 0 0 0 
廃業等の届出懈怠（法第 23 条の 7） 0 0 0 0 0 0 
管理建築士の専任違反（法第 24 条） 0 0 0 0 0 0 
帳簿の備付け違反（法第 24 条の 4 第 1 項） 8 5 2 4 0 0 
図書の保存違反（法第 24 条の 4 第 2 項） 1 1 0 4 0 0 
標識の掲示違反（法第 24 条の 5） 6 6 2 6 0 0 
建築主への閲覧書類の備え置き違反（法第 24 条の 6） 12 13 5 15 0 0 
書面による契約締結義務違反（法第 22 条の 3 の 3） 1 2 1 1 0 0 
建築主への書面の交付義務違反（法第 24 条の 8） 1 2 4 4 0 0 
設計図面への記名押印等違反（法第 20 条第 1 項） 5 5 2 5 0 0 
構造計算安全性証明書交付違反（法第 20 条第 2 項） 0 0 0 0 0 0 
建築主への工事監理報告違反（法第 20 条第 3 項） 4 6 2 2 0 0 
建築設備資格者の意見の表示違反（法第 20 条第 5 項） 0 0 0 0 0 0 
設計等の業務報告書提出違反（法第 23 条の 6） 13 12 7 13 0 0 
名義貸し違反（法第 24 条の 2） 0 0 0 0 0 0 
再委託の制限違反（法第 24 条の 3） 0 0 0 0 0 0 
重要事項の説明等違反（法第 24 条の 7） 2 5 3 4 0 0 
建築士免許の提示（法第 19 条の 2） 0 0 0 0 0 0 
事務所不明 0 1 1 0 0 0 
その他 0 1 2 0 0 0 

合計 55 65 31 58 0 0 
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（2） 二級建築士及び木造建築士の処分状況 
種別 二級建築士 木造建築士 

 
処分等 

年度 

免
許
の
取
消 

業

務

停

止 

戒

告 

文

書

注

意 

免
許
の
取
消 

業

務

停

止 

戒

告 
文

書

注

意 

19 年度まで 9 2 4 14 - - - - 
20 年度 4 - - - - - - - 
21 年度 6 - - - - - - - 
22 年度 2 - - - - - - - 
23 年度 1 - - - - - - - 
24 年度 5 6 - - - - - - 
25 年度 7 1 5 - - - - - 
26 年度 4 - 6 1 - - - - 
27 年度 4 1 8 - - - - - 
28 年度 2 - 2 - - - - - 

計 44 10 25 15 - - - - 
 
（3） 建築士事務所の監督処分状況 

種別 一級建築士事務所 二級建築士事務所 木造建築士事務所 
 

処分等 
 
年度 

登

録

の

取

消 

事
務
所
の
閉
鎖 

戒

告 

文

書

注

意 

登

録

の

取

消 

事
務
所
の
閉
鎖 

戒

告 

文

書

注

意 

登

録

の

取

消 

事
務
所
の
閉
鎖 

戒

告 

文

書

注

意 

19 年度まで 16 9 5 5 4 5 4 8 - - - - 
20 年度 1 - - - 1 - - - - - - - 
21 年度 2 - - - - - - - - - - - 
22 年度 1 1 - - 1 - - - - - - - 
23 年度 - - - 2 - - - - - - - - 
24 年度 4 3 - - 6 1 - - - - - - 
25 年度 - - - - - - - - - - - - 
26 年度 - - - - - - - - - - - - 
27 年度 - - - - - - - - - - - - 
28 年度 - - - - - - - - - - - - 

計 24 13 5 7 12 6 4 8 - - - - 
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5. 浄化槽工事業者の登録及び特例浄化槽工事業者の届出 
浄化槽工事業者は知事への登録が義務付けられており、これにより実態を把握するとともに

必要な指導監督を行っている。また、建設業の許可を受けている工事業者は登録に代えて届出

することになっており、同様の指導監督を行っている。 
 

浄化槽工事業者等の登録等の状況 
H29.3.31 現在 

 本社が本県 
にある業者 

本社が他県 
にある業者 

合計 

登

録

業

者 

27 年度末の登録数 Ａ 143 7 150 
28 年度新規登録数 Ｂ 8 1 9 
28 年度廃業・抹消数 Ｃ 15 0 15 
現在登録数 Ａ＋Ｂ－Ｃ＝Ｄ 136 8 144 

届

出

業

者 

27 年度末の届出 Ｅ 825 241 1,066 
28 年度新規届出数 Ｆ 9 5 14 
28 年度廃業数 Ｇ 1 0 1 
現在登録数 Ｅ＋Ｆ－Ｇ＝Ｈ 833 246 1,079 

現在登録・届出数合計 Ｄ＋Ｈ 969 254 1,223 
登録業者：浄化槽法第 21 条の規定により登録を受けて浄化槽工事業を営む者。 
届出業者：浄化槽法第 33 条の規定により届出をして浄化槽工事業を営む者。 
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6. 指定確認検査機関 
平成 10 年の建築基準法の改正により、民間及び外郭団体で指定を受けた機関は、建築確

認、中間検査及び完了検査の業務を行えることとなったため、県内機関の指定及び業務の適正

な執行がなされるよう指導を行っている。 
 
（1） 指定確認検査機関による建築確認等 

   千葉県内の区域を業務エリアに含む機関は 39 機関ある（平成 29 年 3 月 31 日現在、千

葉県知事指定は 1 機関）。また、指定機関による県内の確認等の割合は、増加しており、

平成 27 年度では、行政を含めた全確認件数の約 96 パーセントとなっている。 
今後とも、建築確認及び検査事務は指定機関への移行が進むと予測される。 

 
（2） 指定確認検査機関との連携と新たな行政需要への対応 

指定機関と行政庁との連携を図り円滑な建築行政を実施するため、平成 16 年度から特定

行政庁連絡協議会と県内を業務区域とする指定機関による指定機関連絡協議会で構成す

る、特定行政庁・指定確認検査機関連絡協議会を設置し連絡調整等を行っている。 
一方、行政側では既存建築物の維持保全及び安全・防災対策の推進や、違反建築物対策

の強化等に加え、環境・福祉・情報化等、建築をとりまく社会の変化を踏まえ、迅速かつ

重点的に取り組むべき政策課題に柔軟に対応できる建築行政の展開を図っていく。 
 
7. 指定構造計算適合性判定機関 

平成 18 年の建築基準法の改正により、一定の高さ以上等の建築物について、知事又は知事

が指定する第三者機関による構造計算適合性判定が義務づけられた。 
平成 26 年の建築基準法の改正により知事指定に加えて国が機関を指定することとなったた

め、新たな機関を委任することとした。平成 29 年 3 月 31 日現在 15 機関（千葉県知事指定は

なし）に業務を委任し、適正な業務の執行が確保されるよう指導を行っている。 
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8. 団体の育成等 
建築士、建築士事務所、浄化槽施工業者等の資質の向上等を目的とした団体を、旧民法の規

定により社団法人として設立許可し、また、公益法人制度改革により、「一般社団法人」又は

「公益社団法人」に移行認可・認定し、育成に努めている。 
 
（1） 一般社団法人・千葉県建築士会（平成 25 年 3 月 18 日認可） 

会 長 竹 江 文 章 
事務所 〒260-0013 千葉県中央区中央４－８－５ 

建築会館４階  電話 043-202-2100 
会員数 1,821 名（H29.6.2 現在） 

建築士の品位の保持及び業務の進歩改善に資するため、会員の指導及び連絡に関する事

務を行うことを目的に設立され、平成 25 年 4 月 1 日に一般社団法人に移行した。 
 
（2） 公益社団法人・千葉県建築士事務所協会（平成 26 年 3 月 18 日認定） 

会 長 金 子 康 男 
事務所 〒260-0012 千葉県中央区本町２－１－１６  

千葉本町第一生命ビル２階  電話 043-224-1640 
会員数 399 事務所（H29.6.2 現在） 

建築士事務所の適正な運営を確保するとともに、建築設計・工事監理等の業務の進歩改

善と健全なる発展を図ることを目的として設立され、平成 26 年 4 月 1 日に公益社団法人

に移行した。 
 
（3） 一般社団法人・千葉県浄化槽協会（平成 24 年 3 月 22 日認可） 

理事長 村 井  學 
事務所 〒260-0024 千葉県中央区中央港１－11－１ 電話 043-246-2355 
会員数 374 社（H29.5.22 現在） 

し尿浄化槽の設計、製造、施工及び維持管理を行う業者並びに設置者に対する技術指導

及び教育訓練並びにし尿と併せて雑排水を処理する浄化槽を設置しようとする者に対する

援助を行うとともに、し尿浄化槽等に関する調査研究、試験、検査等を行い、し尿浄化槽

等に関する正しい知識の普及及び適正な維持管理による環境衛生の向上並びにし尿浄化槽

等の普及に寄与することを目的として設立され、平成 24 年 4 月 1 日に一般社団法人に移

行した。 
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第 3 章 誘導的施策の推進 
 

建築物に要求されている基本的な性能の一つに直接人命・財産に影響を与える「安全性」があ

る。 
特に、多数の人が利用又は使用する建築物は「安全性」を確保し、維持・保全するための総合的

な対策が重要である。 
このような総合的な防災対策を推進するため、既存建築物のストックの把握及び防災指導等を

図っている。 
 

第１節  建築物の防災対策 
 

1. 既存建築物の耐震化の促進 
阪神・淡路大震災では、昭和 56 年以前に建築された現行の耐震基準を満たさない建築物に被

害が多くみられたことから、これらの既存建築物の耐震化を促進することを目的に「建築物の

耐震改修の促進に関する法律」が制定された。 
県では、同法に基づき平成 19 年 3 月に「千葉県耐震改修促進計画」を策定しており、県民等

の安全を確保するため市町村と連携を図りながら、耐震化促進のための施策を総合的に推進し

ている。 
また、平成 25 年 11 月に同改正法が施行され、平成 26 年 3 月及び平成 27 年 3 月に「千葉県

耐震改修促進計画」を一部改定し、平成 28 年 1 月には、新たな目標の設定を行うなどの改定を

行い、本計画に沿って耐震化の促進を図っている。 
（1）「耐震改修促進計画」の策定等 

「千葉県耐震改修促進計画」では、既存建築物の耐震診断・耐震改修を計画的総合的に推

進するための目標値を設定し、さらにそれを達成するための各施策等を定めている。 
また、全ての市町村に対し、市町村耐震改修促進計画を基に、耐震関連補助事業を実施す

るなどの耐震化促進策を講ずるよう働きかけを行っている。 
（2）公共建築物の耐震診断・耐震改修の促進 

庁舎、病院及び学校等の公共建築物は、災害時に対策本部や避難施設等の拠点施設となる

ことから、「千葉県耐震改修促進計画」に耐震化の整備方針・整備目標等を定めるとともに

整備プログラムの策定を行い、計画的かつ重点的に耐震化の促進に積極的に取り組んでいる。 
（3）民間建築物の耐震診断・耐震改修の促進 

民間特定建築物の所有者等へ出先事務所と連携して、耐震化対策についての啓発を実施す

るとともに、必要な指導、助言等を行っている。 
 
また、住宅の耐震対策に関する知識の普及・啓発を行うために、市町村や建築設計団体と
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協力して無料耐震相談会を実施している。なお、平成 28 年度には 12 回実施している。 
さらに、県は、市町村が行う住宅の耐震診断・耐震改修等並びに建築物の耐震診断及び防

災上重要な要緊急安全確認大規模建築物の耐震改修に対する補助事業への助成（住宅・建築

物の耐震化サポート事業）を実施している。 
（4）耐震診断・耐震改修の技術者の養成 

毎年、建築関連技術者等を対象に、耐震診断や耐震改修の技術の普及並びに技術者の養成

を目的とする講習会を開催している。平成 28 年度までの講習会開催実績は、延べ 37 回で、

受講者は合計 7,053 名である。なお、平成 24 年 9 月からは、液状化対策講習会を実施して

いる。 
（5）建築物の耐震改修計画の認定等 

「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づき、建築物の耐震改修をしようとする者

が作成する耐震改修計画の認定等を適確に実施することにより、既存建築物の耐震改修の促

進を図っている。 
 
2. 被災建築物の応急危険度判定体制の整備 

大規模な地震により被災した建築物の余震等による倒壊、部材の落下等から生じる二次災害

を防止し、住民の安全を確保するため、被災建築物の応急危険度判定の迅速かつ適確な実施が

極めて重要であるとの認識のもと、以下の施策を推進している。 
（1）千葉県被災建築物応急危険度判定士認定制度の整備 

地震直後の被災建築物の倒壊等による二次災害の防止を図るため、応急危険度判定士認定

要綱を平成 7 年 10 月に制定し、被災建築物の応急危険度判定体制の整備を図っている。 
（2）応急危険度判定士の認定・登録 

応急危険度判定士認定要綱に基づき、建築士等の建築技術者に対し、応急危険度判定に必

要な建築技術習得のための講習会を開催し、受講者の「応急危険度判定士」としての認定、

登録を推進している。 
なお、平成 28 年度までに延べ 27 回の講習会を実施し、受講者は合計 5,704 名（登録者

は、4,451 名）となっている。 
（3）応急危険度判定に関する広域的な支援体制と実施体制の整備 

国、他の都道府県、市町村との協議・連携を図りつつ、応急危険度判定を適確に実施する

ための広域的な支援体制及び実施体制の整備を図っている。（平成 14 年度に「千葉県被災建

築物応急危険度判定要綱」を制定。） 
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3. 防災対策に係る連絡協議体制の整備と普及・啓発の推進 
県と市町村が緊密に連携して、建築物に関する地震対策を含む各種の防災対策を総合的、効

率的に推進するため、平成 7 年 5 月に千葉県建築防災連絡協議会を設立している。 
また、「千葉県耐震改修促進計画」に基づく計画的な耐震改修の推進及び進捗管理を目的に、

千葉県県有建築物等耐震改修検討委員会を設置している。 
 
 
 

4. ブロック塀等安全対策 
昭和 58 年 9 月に制定した「千葉県コンクリートブロック塀等安全対策推進要綱」に基づき、

昭和 62 年 12 月に発生した千葉県東方沖地震を踏まえ、建築確認時に「コンクリートブロック

塀・石塀の正しい施工方法など」のリーフレットを添付し指導を行っている。 
また、小学校・幼稚園の通学路等に面したものを中心に点検パトロールを毎年実施し、危険

なものについては改善指導を行っている。 
 
 
 
5. 民間建築物のアスベスト対策 
昭和 31 年から平成元年までに施工された延べ面積 1,000 ㎡以上の建築物について、市町村と協

力して使用実態調査を行っている。改善が必要な建築物については、所有者に対して指導を行う

とともに、追跡調査を行い改善状況等の把握に努めている。 
 
 
 
6. 特殊建築物の定期報告 

建築基準法第 12 条第 1 項及び第 3 項の規定により、特定建築物及び特定建築設備等につい

て、その所有者又は管理者は、安全を確保するうえで重要な点を中心にして、建築士又は資格者

証の交付を受けている者等に、定期的に調査･検査させ、その結果を特定行政庁に報告すること

になっている。 
定期報告を要する特定建築物の用途・規模及び報告時期は、46 頁の表のとおりである。 
なお、昇降機等（エレベーター、エスカレーター、小荷物専用昇降機、遊戯施設）及び特殊建

築物に設ける建築設備等は毎年報告するよう定められている。 
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7.  一般社団法人千葉県昇降機等検査協議会 
昇降機等（エレベーター、エスカレーター、小荷物専用昇降機など）及び遊戯施設の安全確保

を図るため、建築基準法の規定する定期検査報告業務の適正な執行を推進するため昭和 47 年に

設立された団体であり、定期報告事務の補助、検査従事者と特定行政庁との間の連絡調整、昇降

機等検査資格者の指導等を行っている。 
県では、管内の昇降機等の現況を効率的に把握するために、同協議会と協定を結び、定期検

査報告データ、所有者・管理者の情報等の電子ファイル化を依頼している。 
 また、特定行政庁との定例打合せ会、昇降機等検査員に対する講習会などの場を通して、検査

資格者の指導育成に努めている。 
 

一般社団法人 千葉県昇降機等検査協議会 
理   事   長  會 見 健 吾 （H29.5.19～） 
常務理事事務局長  佐 藤 正 二 郎 
事務所 〒260-0015 千葉市中央区富士見 2－15－１ 電話 043-201-3181 
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定期報告を要する特殊建築物一覧表     平成 28 年 6 月 1 日 

※１ 避難階以外の階を当該用途に供しないものを除く 

※２ 地階及び３階以上の階における当該用途に供する部分の床面積の合計がそれぞれ１００㎡以下のもの 

※３ 平成２８年１月２１日国土交通省告示第２４０号第１第２項各号に掲げる用途 

※４ 建築物が定期調査対象外であっても、病院、診療所又は高齢者、障害者等の就寝の用に供する用途に供する部分の床面積の合計

が 200 ㎡以上の建築物であれば、防火設備の定期検査報告書の提出が必要 

 建築物の用途 ※1建築物の規模 報告時期 

(1) 

劇場、映画館又は演芸場の

用途に供する建築物 

 

イ 地階又は 3 階以上の階を当該用途に供する建

築物（※2「特定規模建築物」を除く。） 

ロ 当該用途に供する部分（客席の部分に限る。）

の床面積の合計が 200 ㎡以上の建築物 

ハ 当該用途に供する建築物で、主階が 1 階にな

いもの 

平成30年 5月 1日から末

日までの間（2年ごと） 

(2) 

観覧場（屋外観覧場を除

く。）、公会堂又は集会場の

用途に供する建築物 

 

イ 地階又は 3 階以上の階を当該用途に供する建

築物（※2「特定規模建築物」を除く。） 

ロ 当該用途に供する部分（客席の部分に限る。）

の床面積の合計が 200 ㎡以上の建築物 

(3) 

病院、診療所（患者の収容施

設がある診療所に限る。）又

は※3 高齢者、障害者等の就

寝の用に供する用途に供す

る建築物 

 

イ 地階又は 3 階以上の階を当該用途に供する建

築物（※2「特定規模建築物」を除く。） 

ロ 当該用途に供する 2 階の部分（病院、診療所

にあっては、その部分に患者の収容施設があ

る場合に限る。）の床面積の合計が 300 ㎡以上

の建築物 

政令第 115 条の 3 第 1 号に

規定する児童福祉施設等

（上記以外） 

 

(4) 

旅館又はホテルの用途に供

する建築物      

 

イ 地階又は 3 階以上の階を当該用途に供する建

築物（※2「特定規模建築物」を除く。） 

ロ 当該用途に供する 2 階の部分の床面積の合計

が 300 ㎡以上の建築物 

(5) 

学校又は学校に附属する体

育館の用途に供する建築物 

 

イ 3 階以上の階を当該用途に供する建築物（※2

「特定規模建築物」を除く。） 

ロ 当該用途に供する部分の床面積の合計が 

2,000 ㎡以上の建築物 

平成29年 8月 1日から末

日までの間（3年ごと） 

(6) 

体育館（学校に附属する体

育館を除く。）博物館、美術

館、図書館、ボーリング場、

スキー場、スケート場、水泳

場又はスポーツの練習場の

用途に供する建築物    

 

イ 3 階以上の階を当該用途に供する建築物（※2

「特定規模建築物」を除く。） 

ロ 当該用途に供する部分の床面積の合計が

2,000 ㎡以上の建築物 

(7) 

百貨店、マーケット、展示

場、キャバレー、カフェー、

ナイトクラブ、バー、ダンス

ホール、遊技場、公衆浴場、

待合、料理店、飲食店、物品

販売業を営む店舗 

 

イ 地階又は 3 階以上の階を当該用途に供する建

築物（※2「特定規模建築物」を除く。） 

ロ 当該用途に供する部分の床面積の合計が

3,000 ㎡以上の建築物 

ハ 当該用途に供する 2 階の部分の床面積の合計

が 500 ㎡以上の建築物 

平成 29 年 10 月 1 日から

末日までの間（2年ごと） 
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定期報告の状況 

所管区分 
年度 
区分 

特殊建築物 昇降機等 建築設備等 

対象 
件数 

報告 
件数 

報告率 
（％） 

対象 
件数 

報告 
件数 

報告率 
（％） 

対象 
件数 

報告 
件数 

報告率 
（％） 

県出先機関 
27 年度 200 127 63.5 7,340 6,964 94.9 5,036 2,555 50.7 

28 年度 1,130 790 67.0 7,572 7,193 95.0 2,294 1,872 81.6 

特定行政庁

市 

27 年度 838 465 55.5 24,749 23,625 95.5 11,233 7,581 67.5 

28 年度 1,381 961 69.6 25,299 24,192 95.6 4,830 2,864 59.3 

県内合計 
27 年度 1,038 592 57.0 32,089 30,589 95.3 16,269 10,136 62.3 

28 年度 2,511 1,751 69.7 32,871 31,385 95.5 7,124 4,736 66.5 

 
8．防災査察の実施 

市町村及び消防機関の協力を得て防災査察を実施し、その結果、改善すべき事項がある

と判明した建築物の所有者又は管理者に対して改善指示書を交付することにより防災改

修を指導している。 
また、査察立入り建築物の所有者又は管理者などに対して各種パンフレットを配布して

広報に努めている。 
 

防災査察の状況 

所管区分 
27 年度 28 年度 

実施件数 指摘件数 実施件数 指摘件数 実施件数 指摘件数 
県出先機関 44 35 79.5 % 39 32 82.1 % 
特定行政庁市 118 105 89.0 % 107 73 68.2 % 
県内合計 162 140 86.4 % 146 105 71.9 % 
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9. がけ地近接等危険住宅移転事業 
がけ崩れや山津波等の災害によって住宅が被害を受けたり、貴重な人命が失われたりす

る事故をなくすため、昭和 47 年度からがけ地近接等危険住宅移転事業が実施され、がけ

地の崩壊等により住民の生命に危険を及ぼすおそれのある区域において、危険住宅の移転

を行う者に対し、住宅の除却等に要する費用について、国と地方公共団体が協調して助成

を行っている。なお、本事業の事業主体は市町村である。 
（1）補助対象 
   対象となる危険住宅は次の区域に存する既存不適格住宅である。 

①建築基準法第 39 条第 1 項に基づき、県が建築基準法施行条例第 3 条の 2 で指定

している災害危険区域 
②建築基準法第 40 条の規定に基づき、県が建築基準法施行条例第 4 条で建築物の

建築を制限している区域 
③土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第 8 条に基づ

き知事が指定した土砂災害特別警戒区域 
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（2）がけ地近接住宅移転事業年度別補助限定額及び実績表 
（ア）年度別補助限定額（1 戸当り）                                      （単位：千円） 

 
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

交付率 補助対象事業費の限度額 交付率 補助対象事業費の限度額 交付率 補助対象事業費の限度額 交付率 補助対象事業費の限度額 交付率 補助対象事業費の限度額 

除 去 国 1/2 

県 1/4 
780 

国 1/2 

県 1/4 
780 

国 1/2 

県 1/4 
780 

国 1/2 

県 1/4 
780 

国 1/2 

県 1/4 
780 

建 設 助 成 

（土地購入費 

を含む場合） 

同上 

4,060 

建  物 3,100 

土  地   960 

同上 

4,060 

建  物 3,100 

土  地   960 

同上 

4,060 

建  物 3,100 

土  地   960 

同上 

4,060 

建  物 3,100 

土  地   960 

同上 

4,060 

建  物 3,100 

土  地   960 

【特殊土壌地帯】 

7,080 

建  物 4,440 

土  地 2,060 

敷地造成 580 

【特殊土壌地帯】 

7,080 

建  物 4,440 

土  地 2,060 

敷地造成 580 

【特殊土壌地帯】 

7,080 

建  物 4,440 

土  地 2,060 

敷地造成 580 

【特殊土壌地帯】 

7,080 

建  物 4,440 

土  地 2,060 

敷地造成 580 

【特殊土壌地帯】 

7,080 

建  物 4,440 

土  地 2,060 

敷地造成 580 
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年度別実績表 

区分 

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 合計 
（昭和 47 年度～） 

除
去
数 

建
物 

助
成
数 

土
地 

購
入
数 

除
去
数 

建
物 

助
成
数 

土
地 

購
入
数 

除
去
数 

建
物 

助
成
数 

土
地 

購
入
数 

除
去
数 

建
物 

助
成
数 

土
地 

購
入
数 

除
去
数 

建
物 

助
成
数 

土
地 

購
入
数 

除
去
数 

建
物 

助
成
数 

土
地 

購
入
数 

木 更 津 市    1            28 27 2 
(旧)佐原市                10 11 1 
市 原 市                1 1  
君 津 市                16 17 2 
(旧)小見川町                50 40  
(旧)山田町                15 8 2 
東 庄 町                17 3  
(旧)栗源町                1   
(旧)成東町                4 4  
(旧)山武町                1   
芝 山 町                4   
(旧)岬  町                7 6  
袖 ケ 浦 市                36 34 1 
(旧)沼南町                4 4  
(旧)海上町                1 1  
(旧)千倉町                1 1 1 
茂 原 市                2   
(旧)干潟町                2 2  
(旧)丸山町                1 1  
富 津 市                4 4  
(旧)大原町                1 1  
合 計    1            206 165 9 
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1. 第２節  福祉のまちづくり 
 

1. 社会資本整備総合交付金（バリアフリー環境整備促進事業） 
長寿社会の到来、都市化の進展に対応して、高齢者・身体障害者に配慮したまちづくり

を推進し、高齢者等の社会参加を促進するため、市街地における高齢者等の快適かつ安全

な移動を確保するための施設等の整備・高齢者等の利用に配慮した建築物の建築の促進

を図る事業について、国が市町村等に対し必要な助成を行う制度である。 
県は引き続き市町村等に対し、当事業についての周知を図り事業の推進を図っていく。 

事業内容 
バリアフリー環境整備計画に基づく次の事業に要する費用を交付する。 
○ 屋外の移動システムの整備 
○ 建築物の新築又は改修に伴い整備される屋内の移動システム（市街地における移

動ネットワークの一部を形成するものに限る。）の整備 
○ 移動システムと一体的に整備される広場、空地、アトリウム、ホール、ラウンジ、

トイレ等の公衆のために公開された空間の整備 
○ 移動ネットワークの一部を形成する身体障害者用駐車施設の整備（ただし、補助対

象は身体障害者用駐車施設の整備により追加して必要となる費用に限る。） 
 

2. 高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる建築物の建築の促進 
「高齢者、身体障害者が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律」（通

称ハートビル法）と、「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動等の円滑化

の促進に関する法律」（通称バリアフリー法）を統合して、新たに、「高齢者、身体障害者

等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（通称バリアフリー新法）が平成 18 年 12 月 20
日から施行された。 
この法律においては、特別特定建築物で、政令で定める規模 2000 ㎡以上のもの（公衆

便所にあっては、50 ㎡以上）は、建築物移動等円滑化基準に適合することが義務化され

ており、建築基準関係規定として審査されている。また、特定建築物で、建築物移動等円

滑化誘導基準に適合し、かつ資金計画が適切なものは、計画の認定をしている。 
また、福祉のまちづくりに対する県の取り組み姿勢をより明確にするとともに、県民や

事業者などの参加と協力を得て、より効果的な福祉のまちづくりの推進を図るため、「千

葉県福祉のまちづくり条例」が平成 8 年 3 月 25 日（公益的施設等の整備等を規定する第

3 章は平成 9 年 4 月 1 日施行）に施行された。 
本条例では、県、市町村、事業者及び県民に福祉のまちづくりを推進する責務を定め、

病院、福祉施設、学校、共同住宅その他の不特定かつ多数の者が利用する建築物ばかりで

なく、道路、公園、公共交通機関等（公益的施設等）について整備基準を定め、特定の種

類及び規模の施設（特定施設）について、これらの施設の新設等をしようとする者に対し、

あらかじめ、知事に届け出ることを義務づけている。 
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知事は規則で定める整備基準に基づき、基準に適合しない場合には、届出をした者に対

し必要な指導及び助言等を行い、また、公益的施設等が整備基準に適合している場合には、

その所有者または管理者の請求に基づき適合証の交付を行うこととしている。なお、特定

行政庁である 13 市（千葉市、市川市、船橋市、松戸市、柏市、市原市、佐倉市、八千代

市、我孫子市、浦安市、習志野市、木更津市、流山市）については、知事の業務を委任し

ている。 
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第３節  環境にやさしい建築物 
 
地球温暖化問題や廃棄物問題が国民的重要課題となってきているなか、建築物の建設や

維持保全においても環境への負荷低減を図り、環境といかに共生していくべきかが求めら

れている。 
本県においても、環境にやさしい建築物の普及、自然公園内における事前協議、浄化槽法

に基づく指導、電波障害防止対策への協力等に努めている。 
 
1. 環境にやさしい建築物整備マニュアルの策定 

平成 7 年度に「環境にやさしい建築物整備マニュアル」を策定し、「負荷の抑制とエネ

ルギーの有効活用」「節水と雑用水の循環利用」「廃棄物の削減と建物の長期利用」「地球

環境との親和」の 4 つの視点それぞれについて計画手法を示し、事例の紹介、計画チェッ

クリスト等の情報を掲載した。更に建築の専門家のみならず広く一般県民への啓発を目

的として、平成 10 年度「環境にやさしい建築物」PR パンフレットを作成し、環境にや

さしい建築物の普及・啓蒙を図っている。なお、平成 12 年度には、「環境にやさしい建築

物整備マニュアル」概要版の改定を行い、普及・啓発を図っている。 
 
2. 電波伝搬障害防止に対する協力 

電波伝搬障害防止制度とは、公共性が高く、国民生活に結びつく重要無線通信で総務大

臣が指定する無線通信を高層ビル等の建築による遮断から未然に防ぐことを目的とする

制度で、電波法によって定められている。その目的を達成するため、必要に応じ総務大臣

は伝搬障害防止区域を指定できることになっており、関東総合通信局等に対し情報の提

供等必要な協力を行っている。 
 
3. 自然公園区域内における建築物に係る事前協議 

自然公園及び自然環境保全地域におけるいわゆるリゾートマンション等の建設が自然

景観その他の環境に著しい影響を与えるおそれがあることから、事前に必要な指導等を

行うことにより良好な環境の保全を図ることを目的として、環境生活部自然保護課で千

葉県自然公園等における建築物建設に係る指導要綱を策定しているが、この要綱の的確

な実施を図るため自然公園等における建築物等対策協議会が設置されている。 
本課も協議会の委員として参画している。 
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4. 印旛沼水質保全協議会、手賀沼水環境保全協議会 
印旛沼、手賀沼の水質浄化、環境保全について、その対策を検討・協議し、湖沼の復元、

周辺の良好な環境の保全等を目的として設置されたこれら協議会に構成員として参画し

ている。 
 

5. 海老川流域水循環再生推進委員会 
都市化の著しい葛南地域の海老川流域において、水循環を再生することにより、清らか

で豊かな水が流れ、浸水被害の少ない安全で安心な川作り及び地域づくりを目的として

設置された「海老川流域水循環再生推進協議会」の構成員として参画している。 
 

6. 印旛沼流域水循環健全化会議 
近年の急激な都市化による生活環境の変化や社会経済活動等の影響により、水質が悪化

している印旛沼の状況を改善するため流域の健全な水循環を考慮した印旛沼の水環境改

善対策、治水対策を検討する会議へ部会員として参画している。 
 
7. 廃棄物処理施設設置等協議会 

本県においては、昭和 61 年より廃棄物処理施設の設置等に関して適正な指導を期する

ため、千葉県廃棄物処理施設の設置及び維持管理に関する指導要綱（主務課は環境生活部

廃棄物指導課）に基づき、廃棄物処理施設設置等協議会が設置されている。 
当協議会は、廃棄物処理施設の設置等に関し、周辺環境や土地利用上の規制などの立地

条件及び構造、維持管理等の技術的事項についての審査を行い、知事部局 7 部 22 課、教

育委員会及び水道局が委員になっている。 
本課は当協議会の委員として、建築基準法第 51 条の規定による「その他の処理施設」

の位置に係る指導、同法第 6 条の規定による確認の指導及び同法に関する一般的な指導

を行い、建築行政の適正な推進を図るとともに、環境行政の適正化にも寄与している。 
 
8. 公益社団法人千葉県浄化槽検査センターの指導 

浄化槽法により、浄化槽の設置後に水質検査が義務づけられているが、その検査機関と

して（公社）千葉県浄化槽検査センター及び（一財）千葉県環境財団が指定されている。

当課は、同センターの理事として指導にあたっている。 
 

9. 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律による適合、認定及び届出の受理 
社会経済情勢の変化に伴い建築物におけるエネルギーの消費量が著しく増加している

ことに鑑み、建築物のエネルギー消費性能の向上を図るため、住宅以外の一定規模以上

（2000 ㎡以上）の建築物のエネルギー消費性能基準への適合義務化（平成 29 年 4 月施

行）、エネルギー消費性能向上計画の認定制度（平成 28 年 4 月施行）が定められ、県で

は適合及び認定を行うとともに、登録建築物エネルギー消費性能判定機関からの報告も

受理する。適合義務以外の建物については届出の受理をするとともに、省エネルギー措

置の判断基準の適合性について確認している。
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 第４節  まちづくりの連携 
 
1. 大規模開発連絡調整会議 

開発区域の面積が 10ha 以上の大規模宅地開発等をしようとする者は事前に知事と協

議をすることになっているが、知事がその回答をする際には大規模開発連絡調整会議の

議を経る事になっている。 
本課では、委員として同会議に参画し、大規模宅地開発の計画の段階で意見を述べてい

る。 
 
2. 千葉県駐車問題協議会 

千葉県交通安全対策推進委員会が行う駐車問題の総合対策に関し、その推進方法等につ

いて、関係行政機関及び団体と協議するとともに、それぞれの立場においてその推進を図

り、もって駐車秩序の向上を図ることを目的としており、これに参画している。 
 
3. 千葉県不法ヤード対策協議会 

法令に違反して設置されているいわゆる不法ヤード（事業地を鋼板等で囲み、他と区分

した施設）への対策を強化し、不法ヤードの早期解消に努め、地域の安全で良好な生活環

境の保全を図るため千葉県不法ヤード対策協議会が設置され、これに参画している。 
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第５節  リゾート地域における建築物 
 

総合保養地域整備法（以下「リゾート法」という。）による特定地域のうち、都市計画区

域及び建築基準法第 6 条第 1 項第 4 号の規定により知事が関係市町村の意見を聞いて指定

した区域内では、一定規模以上の建築物について、日影等の規制が適用される。 
（建築基準法施行条例第 50 条の 2 の規定による） 
 
1. リゾート地域における建築物の規制 
（1） 適用区域（条例第 50 条の 2） 

リゾート法にいう特定地域のうち都市計画区域及び建築基準法第 6 条第 1 項第 4 号

の規定により知事が指定する区域 
（2） 規制内容 

① 安全の確保（条例第 50 条の 3） 
一 対象建築物 共同住宅、寄宿舎等の建築物で延べ面積 500 ㎡を超えかつ高さ

が 13m を超えるもの。 
二 基 準 
・ 敷地は建築物の規模に応じ、4m ないし 6m 以上の幅員の道路に、8m ないし

10m 以上接すること。 
・建物の周囲には、幅員 4m 以上の空地を設けること。 
・バルコニー等避難上有効な施設を設けること。 

② 日影規制（条例第 50 条の 4） 
（都市計画区域内で用途地域の指定がない区域） 
一 対象建築物 建築物の高さが 10m を超えるもの。 
二 基 準 平均地盤面からの高さが 4m の水平面に、 

敷地境界線から 5m を超え 10m 以内の範囲は 5 時間未満 
敷地境界線から 10m を超える範囲は 3 時間未満 

（都市計画区域外） 
一 対象建築物 建築物の延べ面積が 500 ㎡を超え高さが 13m を超えるもの。 
二 基 準 平均地盤面からの高さが 4m の水平面に、 

敷地境界線から 5m を超え 10m 以内の範囲は 5 時間未満 
敷地境界線から 10m を超える範囲は 3 時間未満 

（3） 特定区域内のうち建築基準法第 6 条第 1 項第 4 号により知事が指定した 3 市 3 町 
（鴨川市、富津市、南房総市、睦沢町、大多喜町、鋸南町） 
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2. リゾート地域大型建築物指導要綱準則 
リゾート地域の自然公園等地域以外における大型建築物の建築事業者に対し、関係する

市町村が統一的な指導が行えるよう、県が要綱準則を制定し、平成 2 年 9 月 1 日付けで

当時の関係 37 市町村に通知したところである。 
（主な内容） 
○ 事業者から市町村への事前協議 
○ 事業者から住民への事業計画の説明 
○ 市町村から住民への事業計画の公開 
○ 市町村から事業者への勧告 

 
3. 千葉県リゾート地域建築環境整備ガイドライン 

リゾート地域の自然公園等地域以外のマンション等の建築について、関係する市町村が

その地域の風土・環境等に配慮した良好なものに誘導するためのマニュアルとして県が

策定し、平成 3 年 5 月 14 日付けで当時の関係 37 市町村に通知したところである。 
（主な内容） 
○ リゾート地域建築環境整備計画について 
○ リゾート地域の地域像と建築像について 
○ 地域別建築像について 
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第 4 章 そ の 他 
 
  第１節 千葉県建築文化賞 
 
この賞は、まちなみや周辺の景観との調和、安全で快適な建築空間の創出等において先導的で

質の高い優れた建築物を表彰することにより、建築文化、居住環境に対する県民の意識を高め、

うるおいとやすらぎに満ちた快適なまちづくりを進めていくことを目的に、平成 6 年度に創設

した表彰制度である。 
制度の概要は以下のとおりである。 

 
1. 千葉県建築文化賞 
（1） 応募部門 

① 「一般建築物」の部 
② 「住宅」の部 

（2） 対象建築物 
各応募部門において、以下のいずれかに該当する建築物及び建築物群（まちなみ）が対象。 

①  千葉県内において、平成 23 年 4 月 1 日から平成 28 年 3 月 31 日までに完成し、現在

良好に管理・使用されている建築物及び建築物群（まちなみ）で、この表彰の趣旨に沿

っているもの。 
② おおむね 3 年以上の継続的・体系的な景観づくり活動により、この表彰の趣旨に沿い

既存建築物又は建築物群（まちなみ）の景観の向上が図れているもの。 
（3） 賞・表彰 

「最優秀賞」、「優秀賞」及び「入賞」を、両部門合わせて 9 点以内 
受賞された建築物の建築主、活動団体等、設計者及び施工者に対し、知事からの賞状等を

授与する。 
（4） 募集方法 

広く県民から募集する。（自薦、他薦を問わない） 
（5） 選考方法 

各専門分野における有識者で組織する検討会議（6 名）の意見を参考に、知事が選考する。 
 
※ 平成 27 年度表彰の概要 

平成 27 年度の千葉県建築文化賞は、平成 27 年 7 月 8 日（水）から平成 27 年 9 月 25 日

（金）の期間で募集した。 
応募の結果、応募総数は 54 点あり、書類審査及び現地調査のうえ選考し、最優秀賞 2 点、

優秀賞 4 点及び入賞 2 点の計 8 点を決定し、知事表彰を実施した。 
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◎平成 28 年度受賞作品 
優 秀 賞 6 点 
 【一般建築物の部】 

○ 新柏クリニック 
○ 常磐神社 
○ キッコーマンアリーナ（流山市民総合体育館） 

 
【住宅の部】 

○ 海と大地の家 ジオグラフィックハウス 
○ 松戸の家 
○ 上総喜望の郷 おむかいさん 

入  賞 3 点 
【一般建築物の部】 

○ 鋸南町都市交流施設・道の駅 保田小学校 
○ 暁星国際流山小学校 

【住宅の部】 
○いつも日なた、いつも日かげの家 

 
第２節  建築動向の把握 
 
人々が、生涯を通して豊かさを実感していくうえで、建築物との係わりは極めて大切な意味を

持っている。 
今日、人々の価値観の多様化や社会活動の高度化につれ、様々な建築物が創り出されている。 
このような建築活動に対して、平成 11 年 5 月の建築確認検査の民間開放と中間検査制度の導

入、また、平成 19 年 6 月には構造計算適合性判定制度の創設など、社会情勢の変化･要望等に

より建築基準法の新たな制度が導入されている。 
これらの新しい枠組のもとに、建築指導事務を適切に推進していくために、建築動向の把握、

制度の運用・管理、行政組織の充実及び民間組織の充実等体制の整備を図っている。 
 
1. 建築動態統計調査 

建築動態統計調査規則に基づき、建築主から知事へ提出される建築工事届及び施工者から知

事へ提出される建築物除却届（建築基準法第 15 条第 1 項）、市町村から知事に提出される災

害報告（同 3 項）について、毎月集計して国へ報告している。 
県では、国が毎月公表する建築着工統計をもとに県内分の建築着工状況を分析して、1 月か

ら 6 月までの上半期分については 8 月に、1 月から 12 月までの年間分については翌年 2 月に

公表している。 
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県内建築着工状況 
平成 28 年（1 月～12 月）実施 

項目 数値 前年対比（%） 全国順位 
全建築物      

着 工 床 面 積 6,438 千㎡ ▲ 5.3 6 位 
工事費予定額 1,215,809 百万円 ▲ 0.3  

新設住宅      
着工戸数合計 49,572 戸 ＋ 8.3 6 位 
床 面 積 合 計 3,989 千㎡ ＋ 5.9  
利 用 関 係 別      

持 家 12,572 戸 ＋ 2.2  
貸 家 20,720 戸 ＋ 14.1  
給与住宅 112 戸 ▲ 54.7  
分譲住宅 16,168 戸 ＋ 7.2  

資 金 別      
民間資金 43,382 戸 ＋ 8.3  
公的資金 6,190 戸 ＋ 8.2  

構 造 別      
木 造 30,763 戸 ＋ 10.6  
非 木 造 18,809 戸 ＋ 4.7  

詳細は、統計資料 1 及び 2 を参照 
 
2. 建築物実態調査 

国土交通省が、毎年、都道府県に委託して行っているもので、着工建築物及び除却建

築物の届出の実態について現地調査を行い、住宅等行政の基礎資料を得ることを目的と

するものである。 
調査は、国土交通省作成の建築物実態調査要綱に基づいて行われるが、本県では多く

の調査対象区が設定されるため、県職員のみでは対応することが難しいことから市町村

に再委託している。（平成 27 年度の調査対象市町村は 16 市町、調査区は 105 区であ

る。） 
なお、近年建築工事届の提出が励行されていることから、平成 28 年度に続けて平成

29 年度も本調査を実施しないこととなった。 
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第３節  建築行政共用データベースシステムの導入 
 

建築確認の申請書データを電子化して、建築確認の OA 化を実現することで、審査の明

確化、迅速化、建築情報のストック化を図るとともに、事務系等の効率化を推進するため

建築確認支援システム運用協議会が設立（平成 18 年 11 月に日本建築行政会議に統合）さ

れ、平成 23 年 3 月より、新システム（建築行政共用データベースシステム）になり、シ

ステムの保守、管理及びシステム改良による機能の向上等の業務を継続的に行っている。 
 
1.  建築行政共用データベースシステムの導入 

建築確認支援システム（旧システム）から、平成 23 年 3 月に建築行政共用データベ

ースシステムのシステムメニューの 1 つである、台帳登録閲覧システムに移行した。 
 

第４節 千葉県建築行政マネジメント計画 
 
建築物の安全性の確保を図るため、平成 11 年 9 月に「千葉県建築物安全安心実施計

画」を策定し、確認検査制度の周知徹底や工事監理業務の適正化に取り組み、完了検査率

が大幅に向上するなど、一定の成果を上げてきた。 
その一方で、平成 17 年に発生した構造計算書偽装事件等の新たな問題も発生してお

り、千葉県建築物安全安心実施計画の内容を継続するとともに、確認審査の円滑な実施や

定期報告制度による建築物の適切な維持管理推進、建築物の耐震化促進などの既存建築物

対策を盛り込み、総合的に建築物の安全性を確保するため、平成 23 年 3 月に「千葉県建

築行政マネジメント計画」を千葉県特定行政庁連絡協議会において策定し、県、県内特定

行政庁及び建築関係団体等との連携のもと、推進してきたところである。 
この計画が平成 26 年度で終期を迎えたことから、法制度の見直しなど社会情勢の変化

を取り入れ、これを継続し、平成 27 年 7 月に「千葉県建築行政マネジメント計画（第 2
次）」を策定し、引き続き計画的かつ適確に施策に取り組んでいる。 
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1. 建築着工状況年別推移 

区分 全建築物 新設住宅 
 

着工床面積 
工事費 
予定額 

着工戸数の

合計 
床面積の 

合計 
利用関係 資金別 構造別 

 持家 貸家 給与住宅 分譲住宅 民間資金 公的資金 木造 非木造 
年別 千㎡ 百万円 戸 千㎡ 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 

平成 19 年 
   (85.6) (25.2) (34.3) (1.0) (39.6) (91.4) (8.6) (51.4) (48.6) 

8,210 1,251,249 58,147 4,979 14,627 19,927 570 23,023 53,165 4,982 29,879 28,268 

平成 20 年 
   (79.9) (24.3) (39.6) (1.0) (35.1) (95.9) (4.1) (48.6) (51.4) 

7,552 1,319,740 62,745 5,013 15,271 24,852 619 22,003 60,195 2,550 30,512 32,233 

平成 21 年 
   (83.3) (32.2) (40.6) (1.4) (25.8) (93.0) (7.0) (57.1) (42.9) 

5,303 932,826 42,526 3,542 13,673 17,262 608 10,983 39,543 2,983 24,288 18,238 

平成 22 年 
   (86.8) (33.3) (36.7) (0.2) (29.8) (83.4) (16.6) (59.7) (40.3) 

5,976 1,013,895 45,085 3,915 15,010 16,549 73 13,453 37,605 7,480 26,923 18,162 

平成 23 年 
   (88.7) (34.9) (34.2) (0.8) (30.0) (84.4) (15.6) (64.0) (36.0) 

5,693 979,266 41,142 3,649 14,378 14,086 339 12,339 34,730 6,412 26,319 14,823 

平成 24 年 
   (88.0) (31.1) (32.8) (0.8) (35.3) (86.0) (14.0) (57.8) (42.2) 

6,339 1,035,698 46,013 4,050 14,298 15,088 385 16,242 39,597 6,416 26,574 19,439 

平成 25 年 
   (87.2) (33.1) (36.4) (0.6) (29.8) (87.5) (12.5) (62.7) (37.3) 

7,113 1,235,922 46,744 4,077 15,483 17,032 287 13,942 40,910 5,834 29,310 17,434 

平成 26 年 
   (85.6) (27.2) (35.2) (0.2) (37.4) (89.3) (10.7) (59.2) (40.8) 

6,657 1,146,970 47,434 4,061 12,902 16,691 77 17,760 42,346 5,088 28,084 19,350 

平成 27 年 
   (82.2) (26.9) (39.6) (0.6) (32.9) (87.5) (12.5) (60.7) (39.3) 

6,801 1,219,920 45,784 3,765 12,307 18,152 247 15,078 40,064 5,720 27,812 17,972 

平成 28 年 

   (80.5) (25.4) (41.8) (0.2) (32.6) (87.5) (12.5) (62.1) (37.9) 

6,438 1,215,809 49,572 3,989 12,572 20,720 112 16,168 43,382 6,190 30,763 18,809 

 《▲5.3》 《▲0.3》 《8.3》 《5.9》 《2.2》 《14.1》 《▲54.7》 《7.2》 《8.3》 《8.2》 《10.6》 《4.7》 
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新設住宅 ····· 新築、増築または改築によって住宅の戸が新たに造られるもの 
 
持 家 ······ 建築主が自分で居住する目的で建築するもの 
貸 家 ······ 建築主が賃貸する目的で建築するもの 
給与住宅 ····· 会社、官公署、学校等が社員、職員、教員等を居住させる目的で建築するもの 
分譲住宅 ····· 建て売りまたは分譲の目的で建築するもの 
 
民間資金 ····· 民間資金のみで建てる住宅 
公的資金 ····· 公営、公庫、公団その他の資金で建てる住宅 

（民間資金と公的資金の併用は公的資金に含む） 
 
木 造 ······ 主要構造部が木造のもの 
非 木 造 ······ 主要構造部が木造以外のもの 
 
（注）1 新設住宅中の（ ）は、床面積の合計欄については 1 戸当たりの床面積（㎡）、その他の欄については新設住宅戸数に占める割合（％）

である。 
2 《 》内は、前年比伸び率である。 
3 四捨五入の関係で合計に一致しないことがある。 
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2. 建築着工状況グラフ 
 
（1） 全建築物の着工床面積（平成 19 年～平成 28 年） 

 
 
（2） 新設住宅の着工戸数（平成 19 年～平成 28 年） 
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３.  特定行政庁（13 市）の状況 
 

（平成 29 年 5 月 1 日） 
特定行政庁 所管部（課）名 住所 電話 発足年月日 

千葉市 
都市局建築部建築指導課 〒260-8722 

千葉市中央区千葉港 2-1 
043-245-5837 

S 42.8.1 
都市局建築部建築審査課 043-245-5839 

市川市 街づくり部建築指導課 〒272-0033 
市川市市川南 2-9-12 047-334-1111（代） S 46.4.1 

船橋市 建設局建築部建築指導課 〒273-8501 
船橋市湊町 2-10-25 047-436-2673 S 46.4.1 

松戸市 
街づくり部建築指導課 〒271-8588 

松戸市根本 387-5 
047-366-7368 

S 46.4.1 
街づくり部建築審査課 047-366-6800 

柏市 都市部建築指導課 〒277-8505 
柏市柏 5-10-1 04-7167-1145 S 56.4.1 

市原市 都市部建築指導課 〒290-8501 
市原市国分寺台中央 1-1-1 0436-22-1111（代） S 56.4.1 

佐倉市 都市部建築住宅課 〒285-8501 
佐倉市海隣寺町 97 043-484-6170 H 16.4.1 

八千代市 都市整備部建築指導課 〒276-8501 
八千代市大和田新田 312-5 047-483-1151（代） H 18.4.1 

我孫子市 都市部建築住宅課 〒270-1192 
我孫子市我孫子 1858 04-7185-1541 H 24.4.1 

浦安市 都市整備部建築指導課 〒279-8501 
浦安市猫実 1-1-1 047-351-1111（代） H 25.4.1 

習志野市 都市環境部建築指導課 
〒275-8601 
習志野市鷺沼 1-1-1 

047-453-9231 H 26.4.1 

木更津市 都市整備部建築指導課 
〒292-8501 
木更津市朝日 3-10-19 

0438-23-7111（代） H 26.4.1 

流山市 都市計画部建築住宅課 
〒270-0192 
流山市平和台 1-1-1 

04-7158-1111（代） H 29.4.1 
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４.  限定特定行政庁（8 市）の状況 
（平成 29 年 4 月 1 日） 

市 局部課 住所 電話 発足年月日 

鎌ケ谷市 都市建設部建築住宅課 
〒273-0195 
鎌ケ谷市新鎌ケ谷 2-6-1 

047-445-1466 H 2.10.1 

野田市 都市部都市計画課 
〒278-8550 
野田市鶴奉 7-1 

04-7125-1111
（代） 

H 5.6.1 

君津市 建設部建築課 
〒299-1192 
君津市久保 2-13-1 

0439-56-1142 H 6.4.1 

成田市 土木部建築住宅課 
〒286-8585 
成田市花崎町 760 

0476-20-1564 H 8.4.1 

茂原市 都市建設部建築課 
〒297-8511 
茂原市道表 1 

0475-20-1588 H 10.4.1 

四街道市 都市部建築課 
〒284-8555 
四街道市鹿渡無番地 

043-421-6144 H 12.4.1 

白井市 環境建設部建築宅地課 
〒270-1492 
白井市復 1123 

047-492-1111
（代） 

H 24.4.1 

印西市 都市建設部建築指導課 
〒270-1396 
印西市大森 2364-2 

0476-42-5111
（代） 

H25.4.1 
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５.  県建築指導課の状況（H29.6.1 現在） 

（１）組織図 

  
 
 各室の分掌事務 
 

班室名 

 
分掌事務 

（
３
名
） 

管
理
調
整
班 

 

1 職員の人事・服務等に関すること 

2 予算及び決算に関すること 

3 千葉県建築文化賞に関すること 

 

 

 

企 

画 

班
（
４
名
） 

1 建築基準法に係る条例、細則等の制定・改廃に関すること 

2 課の施策に関する企画・立案・調整に関すること 

3 技術職員の研修・講習に関すること 

4 建築行政マネジメント計画に関すること 

5 特定行政庁、指定確認検査機関及び関係土木事務所等との連絡・調整に関すること 

6 特定行政庁の設置推進に関すること 

7 建築指導体制の整備に関すること 

8 千葉県建築審査会に関すること 

9 建築物に係る相談等に関すること 

10 誘導的建築行政推進のための事業に関すること 

11 庁内会議等の調整に関すること 

 
 
 
 
 
 
 

建築指導課長 

副課長（事 副課長（技術）

 

建築指導室 耐震防災室 企画班 管理調整班 建築審査班 構造設備 
審査班 

副課長（審査） 
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班室名 

 

分掌事務 

 
 

建 

築 

指 

導 

室 

（ 

６ 

名 

） 

 

1 建築士及び建築士事務所の指導に関すること 

2 指定登録機関及び指定事務所登録機関の指導等に関すること 

3 建築士事務所からの設計等の業務に関する報告書の受理等に関すること 

4 建築士試験等に関すること 

5 千葉県建築士審査会に関すること 

6 建築関係団体の指導・育成に関すること 

7 建築関係者等表彰に関すること 

8 指定確認検査機関の指導等に関すること 

9 指定構造計算適合性判定機関の指導等に関すること 

10 違反建築の未然防止及び指導に関すること 

11 違反建築等に係る建築主・施工者及び工事監督者等の指導に関すること 

12 訟務に関すること 

13 浄化槽工事業者登録等に関すること 

14 特定建築物等の定期調査報告に関すること 

15 建築物防災週間に関すること 

 

耐
震
防
災
室
（
６
名
） 

  

1 総合防災対策に関すること 

 2 耐震対策・耐震化促進に関すること 

 3 がけ地近接危険住宅移転事業に関すること 

 4 アスベスト対策に関すること 

 5 地震時等に著しく危険な密集市街地の整備促進に関すること 

 6 補助事業に関すること 

 

 

建 

築 

審 
査 
班 

（
７ 

名
） 

  

1 建築基準法に基づく各種申請の受付等及び意匠の審査並びに検査に関すること 

 2 千葉県建築基準法施行条例に係る認定に関すること 

 3 独立行政法人住宅金融支援機構災害関連融資住宅等の設計及び現場審査等に関すること 

 4 バリアフリー法及び福祉のまちづくり条例に係る指導・助言等に関すること 

 5 指定確認検査機関からの確認審査報告書の受理等に関すること 

 6 地域の実情に即した規制区域・規制値の指定等に関すること 

 7 建築規制の特例等による建築許可・認定に関すること 

 8 建築協定の認可に関すること 

9 指定道路台帳整備に関すること 

10 建築行政データベースに関すること 

 

 

構
造
設
備
審
査
班 

（
４
名
） 

  

1 建築基準法に基づく各種申請の受付等及び構造、設備の審査並びに検査に関すること 

 2 指定確認検査機関からの確認審査報告書の受理に関すること 

 3 昇降機・遊戯施設等の定期検査報告に関すること 

 4 低炭素法の認定申請及び建築物省エネ法に関すること 

 5 浄化槽法に係る浄化槽調書等に関すること 

6 建築物の統計に関すること 

 



 71

６.  県出先機関の状況 
（H29.4.1 現在） 

 

 
 

 

事 務 所 名 所在地・電話番号 所 管 区 域 

柏土木事務所 
 建築宅地課 

〒277-0005 
柏市柏 745 
04-7167-1371 

野田市（限定）・鎌ケ谷市（限定） 

印旛土木事務所 
 建築課 

〒285-0026 
佐倉市鏑木仲田町 8-1 
043-483-1141 

四街道市（限定）・白井市（限定） 

八街市・酒々井町・印西市（限定）・栄町 

成田土木事務所 
 建築宅地課 

〒286-0036 
成田市加良部 3-3-2 
0476-26-4854 

成田市（限定） 

芝山町・富里市・多古町 

香取土木事務所 
 建築宅地課 

〒287-0003 
香取市佐原イ 126-6 
0478-52-5554 

香取市・神崎町・東庄町 

海匝土木事務所 
 建築宅地課 

〒289-2144 
匝瑳市八日市場イ 1999 
0479-72-1172 

銚子市・匝瑳市・旭市 

山武土木事務所 
 建築宅地課 

〒283-0006 
東金市東新宿 17-6 
0475-54-1133 

東金市・九十九里町・山武市 

横芝光町・大網白里市 

長生土木事務所 
 建築宅地課 

〒297-0026 
茂原市茂原 1102-1 
0475-24-4286 

茂原市（限定） 

長南町・睦沢町・一宮町・長柄町 

白子町・長生村 

夷隅土木事務所 
 建築宅地課 

〒298-0004 
いすみ市大原 8513-1 
0470-62-3315 

勝浦市・御宿町・いすみ市・大多喜町 

安房土木事務所 
建築宅地課 

〒294-0045 
館山市北条 402-1 
0470-22-4340 

館山市・鋸南町・鴨川市・南房総市 

君津土木事務所 
 建築宅地課 

〒292-0833 
木更津市貝渕 3－13－34 
0438- 25-5137 

君津市（限定） 

富津市・袖ケ浦市 
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７.  建築基準法の確認等に係る事務の所管区分 

 
区分 

 
 

事務内容 
 

県 市 

建築指導課 出先事務所 

限定特定行政庁 
（流山市・鎌ケ谷市・野田市・君津市・ 
成田市・茂原市・四街道市・白井市・印西

市） 

特定行政庁市 
（千葉市・市川市・船橋市・ 
松戸市・柏市・市原市・佐倉

市・八千代市・我孫子市・浦

安市・習志野市・木更津市） 

建
築
確
認
・
検
査
・
建
築
主
事
事
務 

建築物 

特殊建築物 
（法第 6 条第 1 項 1 号の学

校、 
旅館、共同住宅等） 

右欄以外 4 階以下、かつ、2,000 ㎡以下 

 

全部 

上記以外の 
建築物 

木 造  全部 階数 2 以下、かつ、500 ㎡以下 
（許可（仮設を除く）を要するものを除く） 

非木造 右欄以外 4 階以下、かつ、2,000 ㎡以下 階数 1 以下、かつ、200 ㎡以下 
（許可（仮設を除く）を要するものを除く） 

工作物 

工作物 
（煙突、広告塔、擁壁等） 

煙突：23m を超えるもの 
擁壁： 5m を超えるもの 左欄以外 

煙突、広告塔、記念塔等：10ｍ以下 
擁壁         ： 3ｍ以下 
（所管外の建築物の敷地のもの等を除く） 

昇降機等 
（遊戯施設等） 全部   

準用工作物 
（製造プラント等） 全部   

建築設備 

昇降機 
（エレベーター、 
エスカレーター等） 

右欄以外 
小荷物専用昇降機及びかごの床面積が

1.1 ㎡以下のホームエレベーター 
（所掌建築物のものに限る） 

 

建築設備 
（空調、排煙等の設備） 右欄以外 所掌建築物に係るもの  

工事中の建築物等の仮使用認定 右欄以外 4 階以下、かつ、2,000 ㎡以下  

知
事
又
は
市
長
事
務 

工事中の建築物等の仮使用認定 右欄以外 4 階以下、かつ、2,000 ㎡以下  
私道の位置の指定  全部 全部 

制限緩和の許可・認定 右欄以外 仮設建築物の許可 
法第 43 条第 1 項ただし書きの許可 

仮設建築物の許可（所管建築物に係るもの） 
綜合的設計の一団地認定（   〃   ） 

工事中の建築物の安全計画の届出 右欄以外 所掌建築物に係るもの  
地区計画等の予定道路の指定 右欄以外 利害関係者の同意のあるもの 利害関係者の同意のあるもの 
建築協定の認可 全部   

知事事務 建築動態統計 全部    

備考 限定行政庁の事務範囲は，法第 97 条の 2 の規定によるもの 
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８.  特定行政庁別建築確認・計画通知件数（計画変更の確認を含む） 
（平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日） 

※ 「確認」は確認済証の発行件数、「計画通知」は適合通知の発行件数です。 
 

特定 
行政庁名 

確認（行政機関） 確認（指定確認検査機関） 計画通知 

合計 
建築物 

建築 
設備 

工作物 小計 建築物 
建築 
設備 

工作物 小計 建築物 
建築 
設備 

工作物 小計 

千葉県 439 5 23 467 5,573 163 165 5,901 18 3 4 25 6,393 

千葉市 66 21 8 95 3,857 119 64 4,040 48 19 4 71 4,206 

市川市 32 1 0 33 2,117 76 18 2,211 10 13 4 27 2,271 

船橋市 25 2 14 41 3,352 84 34 3,470 22 6 3 31 3,542 

松戸市 17 1 1 19 2,325 72 28 2,425 9 9 2 20 2,464 

柏市 37 19 2 58 2,282 64 30 2,376 29 2 14 45 2,479 

市原市 81 0 4 85 1,385 16 16 1,417 3 2 0 5 1,507 

佐倉市 125 1 3 129 688 13 16 717 9 2 0 11 857 

八千代市 17 0 1 18 1,104 18 26 1,148 5 0 5 10 1,176 

我孫子市 3 3 0 6 552 9 6 567 7 1 1 9 582 

浦安市 16 4 4 24 551 40 5 596 13 1 3 17 637 

習志野市 7 0 1 8 721 31 14 766 7 2 0 9 783 

木更津市 112 2 2 116 978 18 12 1,008 8 1 0 9 1,133 

流山市 6 0 6 12 617 0 21 638 7 0 5 12 662 

鎌ケ谷市 3 0 0 3 598 0 2 600 2 0 0 2 605 

野田市 26 0 0 26 830 0 1 831 5 0 0 5 862 

君津市 39 0 1 40 258 0 0 258 0 0 0 0 298 

成田市 38 0 0 38 488 0 0 488 12 0 0 12 538 

茂原市 5 0 0 5 381 0 0 381 1 0 0 1 387 

四街道市 14 0 2 16 690 0 0 690 2 0 1 3 709 

白井市 2 0 0 2 244 0 1 245 0 0 0 0 247 

印西市 7 0 0 7 824 0 1 825 1 0 0 1 833 

計 1,117 59 72 1,248 30,415 723 460 31,598 218 61 46 325 33,171 
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９.  県出先機関別建築確認事務取扱件数（計画変更の確認を含む） 
（平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日） 

土木事務所名 
確認 計画通知 

合計 許可等 
建築物 設備 工作物 建築物 設備 工作物 

柏土木事務所 9 0 7 1 0 1 18 5 

印旛土木事務所 21 0 0 4 0 3 28 2 

成田土木事務所 29 0 8 1 0 0 38 10 

香取土木事務所 50 0 0 1 0 0 51 5 

海匝土木事務所 32 0 2 2 0 0 36 17 

山武土木事務所 63 0 2 2 0 0 67 26 

長生土木事務所 14 0 0 2 0 0 16 16 

夷隅土木事務所 35 0 1 1 0 0 37 11 

安房土木事務所 138 0 3 0 0 0 141 41 

君津土木事務所 41 0 0 2 0 0 43 16 

小 計 432 0 23 16 0 4 475 149 

本庁扱い 7 5 0 2 3 0 17 25 

合 計 439 5 23 18 3 4 492 174 

※許可等に含まれる建築基準法第 6 条の 4 による仮使用認定の件数については指定確認検査機関で認定した件数も含まれております。 

※ 
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１０.  特定行政庁別建築確認・計画通知・許可件数の推移（計画変更の確認件数を含む） 
（平成 23 年度～平成 28 年度） 

 
 
 
 
 
 

建築物 設備 工作物

県 847 24 50 921 43 964 215
千葉市 210 18 20 248 86 334 107
市川市 68 10 1 79 20 99 108
船橋市 72 9 9 90 27 117 47
松戸市 42 5 2 49 14 63 76
柏市 46 1 1 48 56 104 20
市原市 189 0 6 195 25 220 31
佐倉市 180 0 3 183 3 186 12
八千代市 40 0 1 41 12 53 9
我孫子市 43 0 0 43 8 51 13
習志野市 47 0 1 48 2 50 1
木更津市 181 0 5 186 8 194 1
流山市 23 0 8 31 14 45 5
鎌ケ谷市 17 0 0 17 0 17 0
浦安市 14 0 0 14 2 16 2
野田市 69 0 0 69 5 74 4
君津市 74 0 0 74 3 77 1
成田市 84 0 0 84 5 89 7
茂原市 33 0 0 33 3 36 0
四街道市 22 0 4 26 1 27 2
計 2,301 67 111 2,479 337 2,816 662
県 831 25 92 948 37 985 208
千葉市 152 8 20 180 68 248 90
市川市 41 4 3 48 23 71 107
船橋市 77 8 10 95 42 137 48
松戸市 22 3 4 29 22 51 75
柏市 39 3 4 46 22 68 35
市原市 131 0 5 136 11 147 30
佐倉市 87 0 2 89 11 100 11
八千代市 34 2 2 38 6 44 14
我孫子市 34 0 2 36 7 43 26
習志野市 36 0 1 37 1 38 0
木更津市 165 0 2 167 9 176 1
流山市 36 0 8 44 5 49 2
鎌ケ谷市 8 0 0 8 1 9 1
浦安市 11 0 0 11 4 15 0
野田市 75 0 1 76 4 80 1
君津市 93 0 0 93 1 94 0
成田市 68 0 0 68 11 79 7
茂原市 30 0 0 30 2 32 0
四街道市 22 0 2 24 8 32 2
白井市 10 0 0 10 1 11 0
計 2,002 53 158 2,213 296 2,509 658

平成24年度

計画通知件数 （確認＋計画通知）計 許可等件数

平成23年度

年度 扱い
確認件数

小計
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建築物 設備 工作物

県 867 24 86 977 41 1,018 179
千葉市 140 5 9 154 98 252 80
市川市 41 2 2 45 12 57 132
船橋市 60 6 10 76 49 125 39
松戸市 17 3 3 23 13 36 83
柏市 37 2 8 47 26 73 43
市原市 116 0 6 122 6 128 25
佐倉市 77 1 3 81 17 98 16
八千代市 34 0 3 37 11 48 10
我孫子市 35 1 2 38 24 62 26
浦安市 20 6 1 27 10 37 12
習志野市 26 0 2 28 2 30 0
木更津市 153 0 2 155 9 164 0
流山市 29 0 5 34 5 39 0
鎌ケ谷市 10 0 0 10 2 12 0
野田市 53 0 0 53 1 54 1
君津市 72 0 0 72 0 72 0
成田市 92 0 3 95 12 107 6
茂原市 33 0 0 33 3 36 0
四街道市 25 0 1 26 3 29 3
白井市 6 0 0 6 0 6 0
印西市 14 0 1 15 10 25 6
計 1,957 50 147 2,154 354 2,508 661
県 608 15 37 660 34 694 191
千葉市 119 10 10 139 60 199 75
市川市 40 10 0 50 18 68 116
船橋市 45 4 8 57 41 98 52
松戸市 17 1 3 21 24 45 72
柏市 32 2 5 39 25 64 26
市原市 104 0 5 109 7 116 22
佐倉市 127 1 0 128 16 144 24
八千代市 16 1 4 21 22 43 6
我孫子市 10 0 0 10 10 20 24
浦安市 14 3 2 19 19 38 10
習志野市 26 0 1 27 10 37 4
木更津市 107 0 4 111 24 135 11
流山市 9 0 0 9 7 16 0
鎌ケ谷市 2 0 0 2 1 3 0
野田市 55 0 0 55 9 64 5
君津市 42 0 0 42 4 46 2
成田市 55 0 0 55 15 70 8
茂原市 17 0 0 17 4 21 0
四街道市 14 0 1 15 5 20 2
白井市 5 0 0 5 0 5 0
印西市 14 0 0 14 4 18 3
計 1,478 47 80 1,605 359 1,964 653

年度

平成25年度

平成26年度

（確認＋計画通知）計 許可等件数扱い
確認件数

小計 計画通知件数
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建築物 設備 工作物

県 513 13 29 555 42 597 152
千葉市 81 46 8 135 45 180 81
市川市 34 2 0 36 13 49 115
船橋市 44 8 14 66 33 99 45
松戸市 11 0 1 12 24 36 71
柏市 34 2 3 39 28 67 29
市原市 85 0 1 86 8 94 20
佐倉市 94 0 1 95 14 109 17
八千代市 10 0 6 16 12 28 6
我孫子市 4 1 1 6 8 14 20
浦安市 9 0 1 10 15 25 12
習志野市 23 0 1 24 3 27 9
木更津市 93 0 2 95 9 104 6
流山市 2 0 1 3 7 10 1
鎌ケ谷市 7 0 0 7 2 9 1
野田市 38 0 0 38 4 42 3
君津市 48 0 0 48 0 48 2
成田市 41 0 0 41 6 47 7
茂原市 16 0 0 16 3 19 0
四街道市 18 0 0 18 8 26 1
白井市 4 0 1 5 1 6 1
印西市 7 0 0 7 7 14 4
計 1,216 72 70 1,358 292 1,650 603
県 439 5 23 467 25 492 174
千葉市 66 21 8 95 71 166 90
市川市 32 1 0 33 27 60 123
船橋市 25 2 14 41 31 72 33
松戸市 17 1 1 19 20 39 64
柏市 37 19 2 58 45 103 24
市原市 81 0 4 85 5 90 18
佐倉市 125 1 3 129 11 140 7
八千代市 17 0 1 18 10 28 4
我孫子市 3 3 0 6 9 15 21
浦安市 16 4 4 24 17 41 14
習志野市 7 0 1 8 9 17 7
木更津市 112 2 2 116 9 125 16
流山市 6 0 6 12 12 24 0
鎌ケ谷市 3 0 0 3 2 5 0
野田市 26 0 0 26 5 31 4
君津市 39 0 1 40 0 40 0
成田市 38 0 0 38 12 50 7
茂原市 5 0 0 5 1 6 0
四街道市 14 0 2 16 3 19 2
白井市 2 0 0 2 0 2 1
印西市 7 0 0 7 1 8 3
計 1,117 59 72 1,248 325 1,573 612

平成28年度

許可等件数

平成27年度

年度 扱い
確認件数

小計 計画通知件数 （確認＋計画通知）計
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１１.  特定行政庁別許可等申請取扱件数                                                        （注）内訳欄の件数は同一申請で 2 件以上の条項にわたるものは各々に計上している。 

（平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日） 

 

許可等 

申請取扱 

総件数* 

許可等の件数の内訳 

法第 7 条 

の 6・ 

法 18 条 

第 22 項 

法第 43

条 

法第 44

条 

第 1 項 

法第 47

条 

法第 48 条 

法第 51

条 
法第 52 条 

第 1,2 項 第 3,4 項 
第 5,6,7

項 
第 8 項 第 9 項 第 10 項 第 11 項 第 12 項 第 13 項 

千葉県 174 27 41 1 0 1 1 3 0 0 0 0 0 0 4 0 
千葉市 89 7 35 7 0 3 3 2 0 0 0 0 8 0 0 0 
市川市 123 1 84 11 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
船橋市 33 6 17 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
松戸市 64 2 22 2 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
柏市 24 5 11 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

市原市 18 3 13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
佐倉市 7 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 
八千代市 4 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
我孫子市 21 1 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
浦安市 14 0 1 4 0 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
習志野市 7 5 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
木更津市 16 5 4 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 
流山市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
鎌ケ谷市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
野田市 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
君津市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
成田市 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
茂原市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
四街道市 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
白井市 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
印西市 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
千葉県計 611 67 232 38 0 8 9 7 0 0 0 0 8 0 5 0 
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許可等の件数の内訳 

法第 53 条 法第 53

条 

の 2 

法第 55

条 

第 2 項 

法第 55 条第 3 項 法第 56

条 

の 2 

法第 57

条 

の 4 

法第 

59 条 

法第 59

条 

の 2 

法第 60

条 

の 2 

法第 67

条 

の 3 

法第 

68 条 

法第 68

条 

の 3～7 

法第 85 条 

内訳計 
第 4 項 第 5 項 第 1 号 第 2 号 

第 3・4

項 
第 5 項 

千葉県 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 94 174 
千葉市 0 0 0 0 0 9 6 0 0 0 0 0 0 0 0 10 90 
市川市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 23 123 
船橋市 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 3 33 
松戸市 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 34 64 
柏市 0 0 0 0 0 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 24 

市原市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 18 
佐倉市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7 
八千代市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 4 
我孫子市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17 21 
浦安市 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 14 
習志野市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 7 
木更津市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 16 
流山市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
鎌ケ谷市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
野田市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4 
君津市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
成田市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7 7 
茂原市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
四街道市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 
白井市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 
印西市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3 
千葉県計 0 0 0 2 0 14 9 0 0 0 0 0 0 0 0 213 612 
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建築行政区域図 （Ｈ２９．４．１現在） 


